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開議 午前１０時００分 

 

◎開議の宣告 

○議長（中村芳隆君） おはようございます。 

  散会前に引き続き、本日の会議を開きます。 

  ただいまの出席議員は26名であります。 

 

─────────────  ◇  ───────────── 

 

◎議事日程の報告 

○議長（中村芳隆君） 本日の議事日程は、お手元

に配付のとおりであります。 

 

─────────────  ◇  ───────────── 

 

◎会派代表質問 

○議長（中村芳隆君） 日程第１、会派代表質問を

行います。 

  発言通告者に対し、順次発言を許します。 

 

─────────────  ◇  ───────────── 

 

◇ 君 島 一 郎 君 

○議長（中村芳隆君） 初めに、ＴＥＡＭ那須塩原、

16番、君島一郎君。 

○１６番（君島一郎君） おはようございます。 

  私、４年ぶりの質問ということなもんですから、

大分緊張しております。いろいろ間違いがあるか

と思いますが、その点はご容赦いただきたいと思

います。 

  それでは、通告に従いまして、最初の質問をさ

せていただきます。 

  平成26年度予算編成に関する基本方針について。 

  平成24年度当初予算は、市長が市民に示した各

種政策を反映するには、時間的制約もあり、十分

精査ができないため、法令等に基づく義務的経費

や既存施設の維持管理費を中心とした骨格的予算

とし、突発的な対応に備え、予備費を増額しまし

た。 

  また、肉づけ予算の財源に、財政調整基金の活

用を考えているとありました。 

  平成25年度当初予算は、市長就任後初めての通

年予算であることから、公約の基本理念である

「変革」を柱とし、本市のポテンシャルを引き出

し、個性豊かな町への変革を実現するための予算

編成をされました。 

  さて、平成26年度当初予算の編成作業に入って

いることと思いますが、２回目の通年予算となる

ことから、どのような基本方針により公約の実現

と、市政運営に取り組んでいかれるのか、お伺い

いたします。 

○議長（中村芳隆君） 16番、君島一郎君の質問に

対し、答弁を求めます。 

  市長。 

○市長（阿久津憲二君） 君島一郎議員の質問にお

答えいたします。 

  平成26年度の予算編成に関する基本方針でござ

いますが、本市の中長期的な財政状況、一口で言

うと、昨年度は県内14市の中で、いわゆる財政の

改善が見られた唯一の市に本市はなっておりまし

て、それじゃ、いいんじゃないのっていうお話も

ありますが、今の状況をきちっと維持していくと、

平成27年、まだちょっと先なんですけれども、赤

字に間違いなく転落すると。こういうような基本

的な考えをバックボーンといたしまして、将来を

支える、いわゆる生産年齢人口の減少、これは主

に納税を行う人の人口、こういうものの減少や、

地方交付税合併優遇特例債の終了などによる歳入

の減、高齢化の進展に伴う社会保障の増加による

歳出の増などが予測されておりまして、財政運営
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は中長期的に極めて厳しいと予想しております。 

  そのような状況の中で、持続可能な健全財政を

維持していくためには、平成25年度の市政運営方

針で申し上げました「入るを量りて出ずるを為

す」に加えて、支出を収入の範囲以内に抑える。

そして余剰、余った財源、これは将来のために蓄

積、または再投資する、いわゆる入るをはかって

出るを制する、それを実践したのが上杉鷹山であ

り、二宮尊徳翁であると言われておりますが、こ

の二宮尊徳翁の分度・推譲の考え方を踏まえた財

政運営のもと、さらなる市政の改革を進めていく

とともに、積極的に少子化対策や定住促進を推進

していきたいと考えております。 

  願わくばではありませんが、一貫してやはり市

政というのは大きな流れの中できちっと戦略を基

本にして、これを進めていきたいと考えておりま

す。 

  このような考えのもと、平成26年度予算の編成

に臨み、本市の持つ個性豊かな地域性を最大限に

活用し、他地域との差別化を図った本市独自の施

策を展開することで、「このまちに生まれてよか

った」に加えて、「人々から選ばれるまちづく

り」の実現に向けて着実に邁進していきたいと考

えております。 

  第１回の答弁といたします。 

○議長（中村芳隆君） 16番、君島一郎君。 

○１６番（君島一郎君） それでは、ただいまご答

弁をいただいた中から再質問をさせていただきま

す。 

  私、通告を出した後に議員全員協議会がござい

まして、平成26年度当初予算編成についてという

ことで、ご説明をいただきました。 

  ただいま、市長のほうからご答弁をいただいた

内容につきましては、この当初予算編成について

と全く同じような状況に書かれていたかと思いま

す。 

  そのような中で、積極的に少子化対策や定住促

進施策等を推進していきたいと考えているという

ことでございましたので、定住促進を推進してい

く部分で、２点ほど当初予算関係でお聞きをした

いと思います。 

  １点目につきましては、馬場整備ということで

ホースセラピー、児童生徒、障害者、こういった

方にホースセラピーとして実施をしたい。 

  また、定住を図るために乗馬のできる市として

やっていきたいということで、議員全員の懇談会

の中でご説明をいただいておりますけれども、こ

の馬場整備につきまして児童生徒、あるいは障害

者につきましては、ほぼ年間を通じまして触れ合

いができる日にちというのは限定されてくるんで

はないかと思います。毎日のように触れ合うとい

うことは、不可能だろうと思います。 

  また、定住を進める上で、乗馬のできる市とい

う形を出しておりますけれども、この点につきま

しても実際、本格的な乗馬をやる方は、自分の馬

を持って、きちんと厩舎、馬場といいますか、厩

舎のほうへ預けて乗っているということでござい

ますので、本格的な乗馬をやる方には当然向かな

い部分かと思います。 

  そこで、体験的に乗るという形であれば、回数

的にもそれほど多くないと思いますので、これら

につきまして、市内でも乗馬ができる民間事業者

がございますので、こういった方にこれらの目的

を達成できるために依頼をする。そして、市のほ

うでそれらに対する経費についての助成をすると

いうような考え方と、市が現在持っている馬、馬

場を整備するということと両方で同じ効果を出す

に当たっての、経費の検討をされたかどうかをお

聞きしたいと思います。 

  それと、11月30日、読売新聞のほうに掲載され
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ておりましたが、「首都圏通勤者に助成」という

形で見出しに出ております。 

  これによりますと、定住人口をふやすために定

期券の購入に対して那須塩原駅を利用した方で、

大宮駅以南の通勤者を対象として助成をするとい

うことでうたわれていますが、この助成につきま

しては、転入者だけを助成の対象者として考えて

いるのか、また期間としては基本的な考え方、財

政事情の問題がありますから、一概には言えない

かと思いますが、基本的にはその方の退職までを

考えているのか、この２点について再度お聞きし

たいと思います。 

○議長（中村芳隆君） 答弁を求めます。 

  市長。 

○市長（阿久津憲二君） 今、私１回目の質問でメ

モを見ないでしゃべっていて、赤字転落は27年度

と言ったそうなんですが、これ37年度、ちょっと

先のお話でまだそれは大丈夫です。 

  それから、ただいま再質問のありました馬場の

整備、あるいは新幹線通勤に対する補助の問題等

については、それぞれ担当部長からお答えいたし

ますが、この基本となる戦略、先ほど申し上げま

したが、これだけを私から答弁させていただきま

す。 

  まず一つは、この議場にもおりますが市会議員

さんが先進地の視察をした。さまざまなニュース

を私も承っております。大体見ているところって、

全国トップクラスのそういうものを見てくるんで、

すぐまねというわけにはいかないものも多いわけ

ですが、この市を維持発展させる戦略の最も大事

なのは、そういういわゆる先進的な事例、もし財

政が許して、まねのできるものは徹底的にまねを

すると。 

  もう一つの戦略は、まねのできないもの、よそ

では絶対まねのできないもの、これを特化して政

策として盛り込んでいくと、こういう２つが実は

必要なわけなんですけれども、その前に財政の健

全化というのがなければ、これどっちもできませ

んから、この３点が挙げられるわけでありまして、

ただいま質問にあったいわゆる新幹線通勤、ある

いは馬場の整備というのも、なかなかちょっとよ

そでは手が出ないよと、こういう裏も私は感じて、

この政策をぜひ進めたいとこう思っておりますの

で、質問の細かな点につきましては、それぞれ担

当部から答弁をさせていただきます。 

○議長（中村芳隆君） 教育部長。 

○教育部長（山﨑 稔君） ただいまの馬場整備に

かかわる、同じ効果を引き出すために、実際に現

在今活動、あるいは営業している施設等、同じ効

果を引き出すための比較をしたのかというご質問

であったかと思います。 

  議会議員さんの懇談会の折にも、私申し上げま

したが、最大には前提として、今現存する屋内馬

場施設、これを最大限に利活用したいんだという

前提で今の事業費等々の検討をしてきたという経

過がございます。 

  したがいまして、それらの利活用を前提に進め

たことから、ほかの例えば民間事業者への小中学

生の学習、あるいは馬に触れる機会、そういった

ものへの委託と、そういったものについての検討

はこの時点でされておりません。 

  したがいまして、最大の施設の利活用という視

点から検討を加えた結果でありますので、議員ご

指摘のあった他との比較、これについては現段階

までしてこなかったということでございます。 

  以上でございます。 

○議長（中村芳隆君） 企画部長。 

○企画部長（片桐計幸君） 私から定住人口をふや

すため、新幹線通勤という点からのご質問でござ

いますけれども、新幹線通勤者に対する助成につ
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きましては、詳細な制度設計を現在やっていると

ころでございますので、具体的なお話はまだでき

る状況ではございませんけれども、基本的には退

職までという話もありましたけれども、期間を区

切ってというふうに考えているところでございま

す。 

  また、定住を促進するということで転入される

方を促進していきたいというふうに考えていると

ころでございますので、転入される方を主に対象

にしてということで、既存の通勤している方をど

うするかということもありますので、その辺のと

ころの詳細なことはこれからまた決定していきた

いと考えています。 

○議長（中村芳隆君） 16番、君島一郎君。 

○１６番（君島一郎君） ただいま馬場につきまし

て、教育部長、そして新幹線通勤の定期代助成に

つきましては企画部長からございました。 

  馬場につきましては、ぜひ３月に当初予算が提

出されると思いますので、当然そのときに平成26

年度の馬場整備に係る費用、あるいは指定管理費

に係る費用というものが明確に出てくるかと思い

ますので、それまでにはぜひ比較をしておいてい

ただきたいと思います。 

  そのときに、また私のほうも、当初予算のほう

の質疑、もしくは会派代表質問という形で再度こ

の点につきましてはお伺いしたいと思いますので、

ぜひその屋内馬場の利活用という点だけで押し切

るのではなく、きちんとした先ほど市長のほうか

らもありましたとおり、財政的な部分が大きく占

めるということでございますので、定住促進につ

きましても、財政的な部分を助けるための定住促

進であろうと思いますので、きちんとした財源的

な裏づけを見つけた中での検討をお願いしたいと

思います。 

  続きまして、新幹線通勤につきまして、期間を

区切ってと、転入者だけということで、今後検討

してまいりたいということでございますので、こ

れらにつきましても馬場同様、また再度お伺いを

したいと思いますので、きちんとした資料のもと

で、説明をいただけるようお願いをしたいと思い

ます。 

  次に、平成26年度当初予算編成についての３ペ

ージの中に、第５として部（支所）の主体制拡充

のため、枠配分方式による予算配分を実施する、

枠配分する事業は別紙のとおりであると。関係部

等は予算配分内で効果的配分と、効率的執行を考

慮し、実施事業を選択することと。なお枠配分事

業は通年予算として配分するものであるというこ

とでございますが、この枠配分については、以前

もあったセーフティーネット関係、これらの予算

と全く同じというふうな考え方でよろしいのかど

うか、ご答弁をお願いいたします。 

○議長（中村芳隆君） 答弁を求めます。 

  総務部長。 

○総務部長（成瀬 充君） 枠配分の考え方でござ

いますけれども、先ほどセーフティーネットとの

絡みということでございます。 

  セーフティーネットにつきましては、平成24年

度につきましては骨格的予算ということで枠配分

という形ではなくて、セーフティーネットそのも

のを計上してございませんでした。 

  25年度当初予算におきましては、各部に対して

セーフティーネットという枠をまた復活させたと

いう経緯がございます。 

  そういった中で、平成26年度当初予算に当たり

ましては、この枠配分の中にセーフティーネット、

いわゆる施設の修繕費等も含めた形で、各部につ

いて予算の執行がしやすい仕組みづくりというよ

うな形で26年度についてはセーフティーネット込

みの枠配分という形で、現在進めているところで



－40－ 

ございます。 

○議長（中村芳隆君） 16番、君島一郎君。 

○１６番（君島一郎君） わかりました。 

  なかなかこれが今までですと24年度は特になん

ですが、いろいろな形でセーフティーネット関係

の予算がないということで、必ず補正をしないと

予算づけにならないという形で関係部署のほうか

らは言われておりましたので、ぜひすぐに対応で

きるもの、今までの予算から見ますと緊急に使う

ものは予備費で対応できますということでござい

ますが、なかなか予備費を使うというのもそれな

りの理由をきちんとしたものをつけて、決裁等が

おりなければ使えないというような状況でござい

ましたので、ぜひこういったものの枠もある程度

確保していただけるということでございますので、

そういうことでお願いをしたいと思います。 

  以上で、１につきましては終わりにしたいと思

います。 

  次に、２の除染対策についてお伺いいたします。 

  本市においては、平成24年度から0.23μ㏜以上

の宅地について、除染を始めるとともに、市単独

事業として18歳未満の子どもがいる家庭には、表

土の入れかえによる除染も実施されており、市民

も大変喜んでおります。 

  しかし、平成23年度は、学校等の公共施設の除

染は実施したものの、一般家庭の除染は対象外で

あったため、自費で除染をされた方も数多くおり

ます。 

  議会においても平成25年１月９日付で、放射能

対策検討特別委員会より、個人が単独で行った除

染に対しても、補助対象とするよう要望いたしま

した。 

  しかし、市は補助制度は考えていないが、放射

能対策アドバイザーの活用により、損害賠償手続

に関する勉強会や無料相談会を計画するとの回答

でした。 

  同じ那須塩原の市民であり、同じ被災者であり

ます。不公平が生じないように対応すべきと考え

ますが、市長のお考えについてお伺いいたします。 

○議長（中村芳隆君） 16番、君島一郎君の質問に

対し、答弁を求めます。 

  市長。 

○市長（阿久津憲二君） 除染対策で私のもとにも、

もう事故後三百数十万かけて自宅をやっちゃった

んだけど、こういうのはどうすんのっていう個人

的にそういう人からの問い合わせ等もございまし

て、とても気を使っていた部分の一つではござい

ました。 

  現在、除染対策についてなんですが、これは相

対的なお話と、現在行っているものが今の質問と

お答えにある程度はなるんではないかと思います

が、この個人で行った除染に対する対応について

は、放射能物質汚染対策措置法に基づく、一般住

宅を含む除染は、基本的には市が実施主体となっ

て進めることとなっております。 

  原発事故直後の除染に関しては、国の指針も示

されない中、市では保育園や小中学校など、子ど

もが長時間生活する施設の除染にいち早く取り組

んでまいりました。 

  市の除染実施計画策定に当たっても、子ども空

間の施設を優先することとし、除染実施計画に基

づき順次除染を進めてきており、平成24年度から

は個人住宅の除染に着手いたしました。 

  原発事故から市の除染着手までの間に、先行し

て自費で除染を行った方々に対しては、補助基準

の設定や、除染作業内容の確認などが困難なこと

から、補助金等による対応は考えておりませんが、

損害補償請求をする方々への支援として、東京電

力への損害賠償請求に関する講演会を３月に実施

いたしました。 
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  庁内においては、市の損害賠償対策アドバイザ

ーを交えての庁内プロジェクトチームでの課題の

検討を実施してきております。 

  また、これまでも栃木県弁護士会による東日本

大震災被災者等支援センターの無料相談を案内す

るなど、対応を行ってきておりますが、今後もこ

れらの継続をして行っていたい、最終的には実の

あるものにしていきたいと、こう考えております。 

  私からは第１回の答弁といたします。 

○議長（中村芳隆君） 16番、君島一郎君。 

○１６番（君島一郎君） これにつきましては、23

年に放射能汚染が発生した段階におきまして、当

然市民の方からは市のほうに対応についてを当然

問い合わせをしていることだと思います。 

  今、市長にご答弁いただいたとおり、国のほう

での指針というものが全くないということなので、

そのときについては市のほうもそれに準じた回答

をしているんだろうと思います。そういった中に

おきまして、どうしても小さい子どもがいる親御

さんにとりましては、放射能に対する不安という

ものがあったので、自費による除染をしたのでは

ないかと思います。 

  そして、それでいたところ次の年、24年になり

ましたら、市のほうが単独事業としまして18歳未

満の子どもがいる家庭については表土除去という

ものが実施されました。これは当然親御さんにと

っては大変うれしい話ではございましたが、実際

に23年度、不安を持って除染をした方、こういっ

た方について、何の手助けもないという形であっ

ては、市長のほうからのご答弁では、講演会を開

催したり、県の弁護士会の無料相談なんかを斡旋

していますと、また庁内でも検討していますとい

うことでございますが、具体的な部分が出てこな

いことにとっては、どうしても市民にとりまして

は不公平感というものが出てくるものだろうと思

います。 

  そこで、３月に一度講演会を実施していると思

いますけれども、この講演会の中で損害賠償に対

する講演会を開催しておりますが、この講演会を

聞いただけで、一般の市民の方が東京電力のほう

に損害賠償の請求ができるものと考えているんで

しょうか。 

  また、県の弁護士の無料相談会、こちらを紹介

して、弁護士のほうで無料ということでございま

すので、果たして弁護士の方がどの程度まで力を

入れてやってくれているのかどうか。きちんとそ

ういった形で損害賠償の請求ができるものなのか

どうなのか、市のほうはどのようにお考えになっ

ているのかお聞きしたいと思います。 

○議長（中村芳隆君） 答弁を求めます。 

  総務部長。 

○総務部長（成瀬 充君） まず、放射能の損害賠

償に関しましては、当然専門的な分野という形に

なってくるということから、弁護士の先生を市の

放射能対策アドバイザーとして委嘱を申し上げて

いるところでございます。 

  そういった中で、ご質問にもありましたけれど

も、１回講演を聞いただけで請求につながるのか

と、また弁護士会ということでございますけれど

も、市の立場といたしましては、まずそういった

機会を提供して、個人が請求できる道があるとい

うようなことをまず市民の皆様にお知らせをする

というようなことで、３月でございましたけれど

も、これらの説明会を開催させていただきました。 

  そういった中で、いろんな質疑応答等も出たわ

けでございますけれども、先ほど市長の答弁にも

ありましたけれども、栃木県の弁護士会におきま

して、東日本大震災被災者等支援センターという

ものを立ち上げてございます。 

  当然、損害賠償に関しましては、専門的な知識
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というものが必要でございますので、市といたし

ましては、こういったところを紹介することによ

りまして、少しでも市民のお役立ちになればとい

うような意味合いでございます。 

  先ほど申し上げましたけれども、なかなか専門

的な知識というものが市も持ち合わせていないと

いうことから、こういった専門的なところへの紹

介というところで現在のところとどまっていると

いう現状でございます。 

○議長（中村芳隆君） 副市長。 

○副市長（渡邉泰之君） ただいまいただいた質問

に、若干部長の答弁に補足させていただきますと、

まずは、市のほうが単独費用でやっているもので

ございますけれども、それも含めて、それから国

のほうがやっているのも含めて、これは基本的に

は全部東京電力さんのほうに請求していくという

ことになっております。 

  ですので、とれるかどうかと、東京電力さんの

ほうも相当たくさん弁護士さんを入れて、できる

限り絞ろうというふうにしているような姿勢が若

干見られますので、市のほうがきちんと東京電力

からとれるかどうかというところは、こちらのほ

うも全力でやっていきたいと思いますけれども、

基本的には費用につきましては、最終的には市が

やる場合も、それから個人でやる場合も、いずれ

にせよ費用は東京電力のほうに払ってもらうと、

そういうことでやっておりますので、まずその点

について、ご存じとは思うんですけれども、改め

てちょっと申し上げたいと思います。 

  それから、弁護士についても、専門家でないと

というのは、そこはおっしゃるとおりでありまし

て、だからこそなんですが、昨年度市のほうは特

別に東京のほうにいる弁護士さんをアドバイザー

として入れてきて、講演等もやったわけですけれ

ども、実際に東京電力さんと一個人ということで

は非常になかなか力の差があって、思ったように

請求が通らないということで、実は文部科学省の

ほうでも専門の弁護士のチームをつくって、そう

いう個人の人たちの請求を、いわゆる力で負けな

いようにということで、弁護士さんは弁護士さん

のほうで、一つ専門チームをつくってやってきて

くれております。 

  そういうところを通じて、実は那須塩原市に特

別に昨年度は弁護士さんに来ていただいて、その

方を通じて先ほど議員の質問があったようなそう

いう自費で払われた方については、徹底的にサポ

ートしようということでやってまいりました。 

  本年度は、その辺の部分について、若干継続性

が失われている部分がありますので、必要があれ

ばまた市のほうからそういう専門でやっている人

たちの弁護士さんの紹介、場合によっては改めて

きちんとした形での、より少人数での講演等も必

要があればやってまいりたいと思います。 

  いずれにせよ、先行してやられた方が、それが

ために貧乏くじを引くというようなことはあって

はならないと思っておりますので、かといって市

のほうが既にやった人のところをもう一度やると

いう形もちょっとできませんので、そういった形

で、きちんとした弁護士さんを紹介してつけてい

くというようなことで、積極的に対応してまいり

たいと思います。 

  以上です。 

○議長（中村芳隆君） 16番、君島一郎君。 

○１６番（君島一郎君） ただいまの総務部長、副

市長からご答弁をいただきました。 

  全く副市長がおっしゃっているとおり、東電対

一個人という形では、全然対応ができない部分が

目に見えているものだと思います。 

  副市長のほうからも市のほうとしては、当然先

行してやった方についての部分については、対応
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できないということではございましたが、市のほ

うにおきましては24年度一般家庭の除染、そして

18歳未満の子どもの表土除去というものの実績が

ございますので、これらの実績を踏まえまして、

市独自の単価を設定して、先行してやった方々に

ついてその単価以内、もしくは実際の費用の安い

ほうの部分で助成をするというような考え方をお

持ちかどうかをお伺いいたします。 

○議長（中村芳隆君） 答弁を求めます。 

  総務部長。 

○総務部長（成瀬 充君） 冒頭、先に除染をした

方に対しての補助というものは考えていないとい

うことでございましたけれども、やはりそれらの

補助をするに当たっても、いろんな制約が出てく

るかと思います。 

  基本的に、いわゆる事前、事後測定の内容とか、

それらを測定する機械の精度、それとどの程度ま

での範囲の除染をされたかというようなところ、

いわゆる補助メニューにない除染をされたという

ケースもあるかと思います。 

  そういった中で、個人のそれらの除染の対応の

仕方というものは、非常にばらばらであるという

ふうに考えております。そういった中で、ある程

度の一定の基準をつくって、市のほうからそれら

に対する費用を補助するということは、非常に困

難であるというふうに今考えております。 

  そのようなことから、先にやった方については、

補助の考えは現在のところないということで回答

をさせていただいたところでございます。 

○議長（中村芳隆君） 16番、君島一郎君。 

○１６番（君島一郎君） 市のほうでは以前から補

助がないということで、お聞きしていますので、

それは十分わかるところですが、実績を踏まえた

中におきまして、市独自の基準をつくった中で交

付できないかと。そういった形で先ほどそれを指

定交付することによって、副市長が先ほど申され

ましたとおり、放射能に対するものについては、

東京電力へ市のほうも損害賠償を請求しますとい

うことでございましたので、そういった形で市の

ほうが先行してやった方について補助を出して、

そして市のほうがそれを東京電力に請求するとい

う形をとれないかと思ったんですが、だめという

ことであれば、先ほど副市長もおっしゃられてい

るように、東電対個人ではどうしようもない。か

といって専門の弁護士というのもなかなか見つか

らない。また、弁護士を頼んでまでするだけの費

用がかかっているのかという部分も先行してやっ

た方にはいるかと思いますので、もう一つの方法

として、市のほうがある程度商工会とか、観光協

会とか、各種団体などがやっているような形で、

取りまとめをした中でまとめて東京電力に損害賠

償の請求をするという方法がとれないかどうかを

お聞きしたいと思います。 

○議長（中村芳隆君） 答弁を求めます。 

  総務部長。 

○総務部長（成瀬 充君） 市が取りまとめという

ことでございますけれども、基本的には個人が東

電に対して請求すべきものということで考えてお

ります。 

  当然、それらに対してのアドバイス的なものと

いうのは市でできるかと思いますけれども、現在

のところ市で取りまとめて、それらを行うという

ことは考えておりません。 

○議長（中村芳隆君） 16番、君島一郎君。 

○１６番（君島一郎君） これ、できるだけ市のほ

うにということで、私がお願いをしているのは、

先行してやられた方の中におきましては、講演会

等を聞いたり、あるいは弁護士さんのところに相

談をしたりとか、あるいは東京電力の関係者の方

と話し合いをしたという方もいらっしゃいます。
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こういった方に言いますと、先ほども総務部長の

ほうからちょっと出ましたけれども、結局市のほ

うで現在やっているのは0.23μ㏜というのを一つ

の基準としてやっておりますけれども、実施する

前の放射線量がどれだけあったんですかと、除染

を実施した後にどれだけになったんですかと、そ

の証明ができなければ損害賠償は請求できないん

じゃないですかというふうな形で、相談をすると

出されるということなので、どうしようもないと。

もう実際に除染をしてしまったものなんでどうし

ようもないと。でも除染をしたことは間違いない

んだと。周りの空中線量は今でも測ればわかる数

字であるということですが、その土地土地一つ一

つについては、除染前の状況がなかなかわからな

いというのが現実なので、それと比較をしてどう

ですかという話を持ってこられるとできないとい

うところが現実でございますので、その辺を市の

ほうで何とかカバーできる方法がないかというこ

とでお伺いをしているところでございます。 

  私のほうで考えられる、市のほうでこういう対

応だったらできるんじゃないかというのは、今申

し上げましたとおり、一定の基準を設けた中での

補助を出す。あるいは、市のほうが取りまとめを

して損害賠償を出すというような方法、その２点

についてだけ思いついたものですから、今回市の

ほうの考え方ではどうなのかと。何らかの形で救

済をしていただけないかということで質問をして

いるんですが、講演会、あるいは相談会の紹介と

いう形だけでは問題は解決しないと思いますので、

具体的にこういうことも検討していますというの

があれば、お聞かせ願いたいと思います。 

○議長（中村芳隆君） 答弁を求めます。 

  総務部長。 

○総務部長（成瀬 充君） 具体的にということで

ございますけれども、現在のところなかなか個人

の東電に対する請求に対しての具体的なものとい

うものは持っていないのが現状でございます。 

  ただ、当時の線量とか、そういったものにつき

ましては、市のほうでもマップ的なものを作成い

たしまして、この地区は大体この程度の線量であ

るというデータは持ち合わせております。そうい

ったものを活用していただければというふうに思

っているところでもございます。 

○議長（中村芳隆君） 16番、君島一郎君。 

○１６番（君島一郎君） できるだけ、最初に申し

上げましたとおり、これを訴えているのは、同じ

那須塩原の市民でありまして、同じ東京電力の放

射能の汚染ということでの被災者でございますの

で、偏ったといいますか先行してやった方は見捨

てるというような形ではなく、同じような扱いで

行政のほうで進めていただけますようお願いを申

し上げまして、３項目に入らせていただきます。 

  市民ファンドの実施状況について。 

  本年度中に開始を目指すため、①再生可能エネ

ルギーの創出と利活用の意義や趣旨を全市民に浸

透するための講演会等の企画及び実施、広報の企

画、②一般家庭に太陽光発電装置設置を行う事業

体設立を目指す市民のための学習会の企画及び実

施、③市民ファンドの投資家となる市内外の市民

に向けて事業趣旨の広報・周知活動、④太陽光発

電装置を設置しようとする市民に向けての事業趣

旨の広報・周知活動の４項目を実施し、事業体立

ち上げに必要な基盤を整備するために、当初予算

で1,000万円が計上されておりますが、その進捗

状況はどのようになっておりますか。 

  また、太陽光発電に対する補助金が、当初予算

で3,600万円、９月補正で2,160万円の増額となっ

ておりますが、ファンド設立との関係についてお

伺いいたします。 

○議長（中村芳隆君） 16番、君島一郎君の質問に
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対し、答弁を求めます。 

  市長。 

○市長（阿久津憲二君） 答弁いたします。 

  市民ファンド実施状況のお尋ねに答弁させてい

ただきます。 

  市民ファンドを活用して一般家庭に太陽光発電

装置を設置する事業につきましては、先進事例と

して長野県飯田市の「おひさま進歩エネルギー株

式会社」が長野県内に事業展開をしております。 

  本市においても同様の事業展開に向けて、ノウ

ハウを持った同社と、本年５月に業務委託契約を

結び、事業化の検討を現在も進めております。 

  ①の市民全体に浸透するための講演会等及び広

報についてですが、市民向けの周知活動としては、

８月から広報の毎月５日号に「エネルギーの地産

地消」と題した記事を掲載しており、来年２月ま

で全７回を予定しております。 

  イベントを通じた周知活動としては、西那須野

産業文化祭において、「再生可能エネルギーを体

験しよう」をテーマに出展し、多くの方に興味を

持っていただきました。 

  今後は、黒磯駅前キャンドルナイト等のイベン

トへの参加を予定しております。 

  また、来年１月18日には、三島ホールにおいて

市民向けシンポジウムとして、著名な講師を迎え

て、基調講演及びパネルディスカッションを計画

しております。 

  子どもたちに向けた太陽光発電普及の意義につ

いての周知活動としては、中学校での環境学習と

して授業への参加、小学生を対象としたソーラー

オルゴールの組み立て体験などを行っております。 

  ②の事業体設立を目指す市民の学習会について

ですが、太陽光発電事業者設立準備会を５月に設

置し、「おひさま進歩エネルギー株式会社」から、

株式会社が行っている事業の研究、市民ファンド

を活用する事業の収支モデル検討などを行ってお

り、現在、年度内に民間事業として発電事業者が

設立されるよう、研究を進めております。 

  ③の投資家となる市内外の市民及び④の太陽光

発電装置を設置しようとする市民に向けた周知活

動については、実際に発電事業者が設立される見

込みとなってからの実施となる予定としておりま

す。 

  次に、太陽光発電システム設置補助金と市民フ

ァンドを活用する事業設立との関係についてです

が、一般家庭向けの補助金制度は、補助金により

設置費を軽減することで、太陽光発電装置の普及

促進を目的としております。 

  一方、現在検討を進めている市民ファンドを活

用する事業は、市民ファンドにより調達する資金

をもとに、民間主導で一般家庭に対する太陽光発

電装置の設置を目的としております。 

  しかしながら、市民ファンドを活用する事業は、

建物の状況などにより、全ての市民の要望に対応

ができない場合があります。 

  また、本市において、１年間に一般家庭が設置

する太陽光発電装置は約400件を上回る数であり

まして、市民ファンドを活用する事業で、全てを

設置しようとすると、数億円以上の資金を調達す

る必要があります。 

  このことから、一般家庭向けの設置費補助金の

制度と、今後設置される予定の市民ファンドを活

用する事業は、併存していくものと考えておりま

す。 

  なお、９月補正予算に太陽光発電システム設置

補助金を2,160万円増額したことにつきましては、

本年度の補助金申請の見込みが480件となったこ

とから、不足する180件分を増額した内容であり

ます。 

  第１回の答弁といたします。 
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○議長（中村芳隆君） 16番、君島一郎君。 

○１６番（君島一郎君） それでは、②の中でご答

弁いただきました太陽光発電事業者設立準備会、

これらが５月に設立されたということですが、こ

れらのメンバー、それから人数、それから会議の

開催回数等についてご答弁をいただきたいと思い

ます。 

○議長（中村芳隆君） 答弁を求めます。 

  生活環境部長。 

○生活環境部長（古内 貢君） それでは、設立準

備会についてお答えいたします。 

  まず、５月29日に設置いたしました。メンバー

なんですが、実は昨年、24年度に市民ファンドの

研究会を10月に立ち上げまして、その研究会をま

ず母体としました。市民ファンド研究会のメンバ

ー及び那須塩原市の環境連絡会、さらに太陽光の

施工業者、金融機関、そういった方がメンバーで

12名いらっしゃいます。 

  今まで、５月29日に準備会を設立いたしまして、

まず市民ファンド活用事業の事例と課題、そうい

ったものをまずその中で検討しまして、６月19日

にまずその会員の方もおのおの再生可能エネルギ

ー関係の取り組みをやっていらっしゃいますので、

そういった事例発表、また８月には先進地視察、

長野県飯田市でございますが、あと10月に１回、

11月に１回ということで、計５回ほど今までに開

催しまして、いろいろ検討しているということで

ございます。 

  以上でございます。 

○議長（中村芳隆君） 16番、君島一郎君。 

○１６番（君島一郎君） 今、準備会のことでお伺

いをしました。 

  また、最初の答弁の中におきまして、実施して

いる、あるいはしようとしている事業ということ

でございましたが、実施したものにつきましては、

８月から広報に載せたということと、それから西

那須野産業文化祭で展示をしたということでござ

います。 

  今お聞きしました準備会が５回ということでご

ざいますが、半年から過ぎているんですが、進捗

状況がかなり悪いのではないかと思いますが、い

かがでしょうか。 

○議長（中村芳隆君） 答弁を求めます。 

  生活環境部長。 

○生活環境部長（古内 貢君） まずこの業務委託

しまして、２月までを目標としまして発電事業者

を立ち上げするという形の中で今まで検討してお

ります。 

  先ほど、市長が答えましたように、収支モデル

とか、そういったものも含めて今検討していると

いうことでございまして、９月に補正をとりまし

た一般家庭向けに太陽光の補助を交付しておりま

すけれども、それと今回検討しております市民フ

ァンド活用の事業につきましては、併存していく

という形の中で、全てこれになるわけではありま

せん。 

  そういった中で、この業務委託の契約に基づき

まして２月ごろまでに自発的に太陽光の発電事業

者が立ち上がるか、その中で準備会の中で十分検

討しているという状況でございますので、遅いと

いう感じという形は受けておりません。 

  以上でございます。 

○議長（中村芳隆君） 16番、君島一郎君。 

○１６番（君島一郎君） 今ご答弁いただきまして、

２月には設立に向けて委託のほうをかけていると

いうことでございますが、最初の答弁でいただい

たとおり、投資家及び設置市民への広報周知は設

立見込みになってからということでございますけ

れども、２月に一応設立という形で、こういった

形、広報や周知、投資家あるいは設置市民へのと
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いうのが間に合うのか、それがどうなのかという

部分と、委託期間は単年度でございますので、こ

れら当初４つの項目につきましては、年度内に全

ての委託業務が完了するというふうに考えてよろ

しいんでしょうか。 

○議長（中村芳隆君） 答弁を求めます。 

  生活環境部長。 

○生活環境部長（古内 貢君） 委託の中では、周

知活動は実際立ち上がってからどうかという部分

よりも、まずは立ち上がるかどうかという形でや

っております。 

  この委託につきましては、立ち上げるかどうか

ということももちろん大きな目的でございますが、

市民に対するいわゆる太陽光発電も含めた再生可

能エネルギーといったものの意義、地球温暖化対

策も含めまして、そういったものも市民に対して

啓発を進めていくということも大きな業務委託の

内容でございますので、これを立ち上げてその後

の周知活動ということももちろん業務的にはあり

ますけれども、それとは直接利活用だけじゃなく

て、再生可能エネルギーそのものを十分市民にも

周知していくということも業務委託の契約になっ

ておりますので、その契約どおり今進めていると

いう状況になっていると思います。 

  以上でございます。 

○議長（中村芳隆君） 16番、君島一郎君。 

○１６番（君島一郎君） ぜひ、これにつきまして

は進めてきた事業でございますので、年度内に設

立をしまして、現在太陽光発電の補助金、こうい

ったものが少しでも削減ができて、ファンドのほ

うで対応ができるような形で事業推進のほうを積

極的に進めていただきたいと思います。 

  以上で、私のほうの会派代表質問を終了したい

と思います。大変ありがとうございました。 

○議長（中村芳隆君） 以上で、ＴＥＡＭ那須塩原

の会派代表質問は終了いたしました。 

  ここで10分間休憩いたします。 

 

休憩 午前１０時５５分 

 

再開 午前１１時０５分 

 

○議長（中村芳隆君） 休憩前に引き続き会議を開

きます。 

 

─────────────  ◇  ───────────── 

 

◇ 鈴 木   紀 君 

○議長（中村芳隆君） 次に、公明クラブ、12番、

鈴木紀君。 

○１２番（鈴木 紀君） 皆さんおはようございま

す。 

  議席番号12番、公明クラブ、鈴木紀でございま

す。会派代表質問を通告の順に従いましてさせて

いただきます。 

  初めに、平成26年度当初予算編成について。 

  アベノミクスによる景気回復への期待が膨らむ

一方で、地域経済を支えてきた工場の閉鎖や売却

には終わりは見えないと言われ、また効果も未知

数という中で、来年４月から消費税増税が決定さ

れました。 

  また、我が国では前例のない少子高齢化社会を

迎えており、高齢化率は世界最高水準とも言われ

ております。 

  さらに、人口減少が進んでいる時代でもありま

す。それらを見据えての平成26年度当初予算編成

だと考えます。 

  以上のことから伺うものです。 

  初めに、予算編成方針の中で、これまで個性あ

るまちづくりの変革を実践することが必要と考え、
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公約に掲げた事業をスピード感を持って着実に推

進し、市民の皆さんが「このまちに生まれてよか

った」と実感できるまちづくりを進めてまいりま

したと言われておりますが、24、25年度において

このことが実感できる具体的な事業をお聞かせく

ださい。３点で結構です。 

  また、これらの事業について検証なされたのか

伺います。 

  次に、26年度予算編成に当たっての事務事業の

キーワードに、「人々から選ばれるまちづくり」

の実現に向けてを加えたと言われておりますけれ

ども、キーワードに選んだ理由をお聞かせくださ

い。 

  さらに、現段階で26年度のメーンとする施策・

事業等がありましたらお聞かせください。 

  以上、よろしくお願いいたします。 

○議長（中村芳隆君） 12番、鈴木紀君の質問に対

し、答弁を求めます。 

  市長。 

○市長（阿久津憲二君） 鈴木紀議員の質問に順次

お答えいたします。 

  まず、平成26年度当初予算編成についてお答え

をさせていただきます。 

  平成24年度及び25年度において、「このまちに

生まれてよかった」と、実感できる具体的な事業

についてですが、私は平成25年度当初予算に関連

した市政一般質問の答弁の中で、「このまちに生

まれてよかった」と実感できる「個性豊かなま

ち」の具体的な姿につきまして、どの事業がとい

うことではなく、私の公約に基づき、予算に計上

した多くの事務事業がスピード感を持って、着実

に実施されていると、また現在実感をしている一

人であります。 

  その中で、幾つか申し上げるとすれば、子ども

医療費助成年齢の拡大、水痘、おたふくかぜ、Ｂ

型肝炎の予防接種費用の助成、不妊治療費助成引

き上げなどの子育て支援、あるいは太陽光発電な

どの再生可能エネルギー推進事業、また観光宣伝

の強化や地域ブランドの創出・ＰＲなどの産業再

生・産業振興事業などを挙げたいと思います。 

  このほかにも私の公約に基づき計上した多くの

事業がございます。 

  これらは、平成24年度から平成25年度にかけて

着実に実施しており、特に市民の皆様に直接的に

提供される市民サービスについては、「このまち

に生まれてよかった」の実感に結びついているも

のと認識しております。 

  また、事業によっては継続して実施することで

徐々に効果があらわれるものもあり、このような

事業について、今後実感に結びついていくものと

考えております。 

  なお、これらの事業で実施済みのものにつきま

しては、検証を行っております。 

  次に、２番の「人々から選ばれるまちづくり」

をキーワードに選んだ理由についてもお答えいた

します。 

  予算編成方針でお示ししたように、本市の財政

状況は中長期的には、先ほど君島議員の質問にも

お答えいたしましたが、生産年齢人口の減少や地

方交付税合併優遇措置の終了などによる歳入の減、

高齢化の進展に伴う社会保障費の増加による歳出

の増など、歳入歳出のバランスにおいて厳しい財

政運営を強いられることが予想されます。 

  先ほど、間違って答弁した平成37年、このまま

の状態でいくと間違いなく赤字決算になると。こ

ういうことを念頭に置きながら慎重に作業を進め

ております。 

  また、このような歳入歳出のバランスにおいて、

厳しい財政運営を強いられるというのは、ひとえ

に那須塩原だけではございません。これは全国同
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じような方向に向かって現在あると言っても過言

ではありません。 

  その中で、「人口の減らないまちづくり」を目

指す必要があると考え、「人々から選ばれるまち

づくり」を予算編成のキーワードに設定したもの

であります。 

  現在、予算編成作業中ですが、このキーワード

を踏まえ、平成26年度当初予算においてメーンと

する施策や事業につきましては、暮らしの分野で

は放射能対策や保育園整備事業、交流の分野では

市のイメージアップ推進策や黒磯駅前広場整備事

業、教育の分野では小中学校耐震改修や外国語教

育推進事業、活力の分野では風評被害対策として

の観光振興事業、環境の分野では再生可能エネル

ギー推進事業など、定住促進の観点から実施計画

に計上された事業が該当するものと考えておりま

す。 

  鈴木議員にお会いした折、どうも答弁が紋切で

あれじゃ何を聞いているかわからないと、そうい

うお話も前もって承っておりますが、ただいま申

し上げた各事業の内容等について、再質問があれ

ばもっと詳しく、これ一人でやると本当に時間が

かなりあれなんで、部長のほうから答弁できるも

のについては、答弁をさせていただきたいと思い

まして、私からは第１回の答弁にかえます。 

○議長（中村芳隆君） 12番、鈴木紀君。 

○１２番（鈴木 紀君） 今の２点目の質問に対し

ての答えが何かちょっとあやふやに聞こえたんで

すが、まず最初に１のほうから順次質問をしてい

きたいと思うんですけれども、答えにありました

子ども医療費の助成年齢の拡大、また予防接種費

用の助成とか、子育て支援ということでは我々公

明党、福祉の党という観点から見れば評価しても

いいのかなと、そのように思うわけでありますけ

れども、検証についてですが、どのような検証を

されたのか、ちょっと不十分なのでお聞かせ願い

たいと思います。 

○議長（中村芳隆君） 答弁を求めます。 

  保健福祉部長。 

○保健福祉部長（人見寛敏君） ご質問いただきま

した、まず子ども医療費の助成年齢枠拡大なんで

すが、高校生までということで対象を上げさせて

いただきました。その関係で、該当する方にご案

内通知を差し上げまして、９月末現在までに登録

をいただいている方が、対象者の７割近くになっ

ております。その中で、既に助成申請をいただい

ている方が１割程度ございまして、この助成枠拡

大の部分の制度拡大が対象者の皆さんに十分浸透

しているなというふうなことで検証をさせていた

だいております。 

  また、予防接種につきましては、10月末時点で

の接種率等を検証させていただいておりまして、

まず水痘、水ぼうそうですね、こちらについては

１割を超えております。また、おたふくかぜにつ

いても１割を超えております。特に、Ｂ型肝炎、

こちらについては２歳になるまでに受けていただ

くと、ゼロから２歳が対象なんですが、その中で

３回ほど受けていただくというような、ちょっと

保護者にとっては大変な部分かもしれないんです

けれども、そんな中でも対象者の２割の方が既に

接種をされているというふうなことで、非常に関

心が高く、接種をいただいているんだなというふ

うに検証をさせていただいております。 

  保健福祉部関係のものについて、あと不妊治療

でございますが、そちらについてももう既に今年

度に入りまして41件の申請がございまして、そち

らについては上限額20万から30万円に引き上げた

効果が出ておりまして、１件当たりの単価もプラ

スになっているというふうなことでございます。 

  以上です。 
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○議長（中村芳隆君） 12番、鈴木紀君。 

○１２番（鈴木 紀君） 福祉のほうの分野につい

ては、先ほど申し上げましたように前に進んでい

るのかなと、そういう面では評価したいと思いま

すけれども、不育治療とかほかにもいろいろある

わけですから、そちらのほうもぜひ検討していた

だければと思います。 

  次に、２の選ばれるまちづくりを選んだ理由と

してお聞きしましたけれども、「人口の減らない

まちづくり」、まずそれを基本としていくという

中で、また生産年齢人口減少による歳入減、また

社会保障費等の増加による歳出の増ということで、

歳入歳出のバランスが厳しいという中でというこ

とでありました。 

  また、少子化対策、また定住促進施策というこ

とですけれども、黒磯駅前の活性化、また放射線

除染、また保育園整備事業等々ありました。 

  ただ一つお聞きしたいのは、環境の分野もそう

ですけれども、教育の中で外国語教育推進事業と

いうものがありました。 

  また、環境分野では再生エネルギー推進事業と

いうこともありましたけれども、この２点につい

てお聞かせ願いたいと思います。 

○議長（中村芳隆君） 答弁を求めます。 

  生活環境部長。 

○生活環境部長（古内 貢君） それでは、再生可

能エネルギーの進捗状況というんですか、今まで

の検証というんですか、そういった形について幾

つかお話ししたいと思います。 

  まず、太陽光発電のシステムの補助、これは24

年度から始まったものでございます。24年度の実

績が件数にしますと406件ございます。補助金の

交付額は4,534万7,000円でございました。25年度、

本年度でございますが、11月末日現在で申します

と、設置件数が320件ございます。補助金の交付

額が3,592万3,000円、９月の補正にこれについて

計上させていただきまして、議決いただいたわけ

でございますが、先ほど君島一郎議員に答弁の中

で市長のほうから480件という形の中で今年度見

込んでいるという答弁がございましたが、このま

までいくとあと４カ月間、12月から３月までござ

います。320件、単純に推移しますと１カ月40件

という形で今、来ていますので、480件近くなる

という形の中でございます。 

  検証という形になりますが、24年度、25年度ど

んどん太陽光パネルを設置する方がふえていると

いう状況の中で、省エネだけじゃなくて、やっぱ

り震災以降、非常に電力に対して化石燃料を使っ

ているんじゃなくて、地球温暖化対策も含めまし

て、再生可能エネルギーを自分で設置すると、こ

れはハード事業だけでございますが、意識的にも

そういった設置する方については、意識が高まっ

ているということを担当のほうから聞いておりま

す。そういった中で、市民の方もこういった再生

可能エネルギーに対する意識づけがだんだん高ま

って、その結果太陽光発電システムの補助申請も

ふえてきているというように考えております。 

  以上でございます。 

○議長（中村芳隆君） 教育長。 

○教育長（大宮司敏夫君） それでは、お答え申し

上げます。 

  外国語教育推進事業についてのお尋ねでござい

ますけれども、ご承知のとおり国際化がこれから

ますます加速していく中、先ごろ国におきまして

も外国語教育につきましては、小学校においても

充実させていく方向が打ち出されてきております。 

  そういったことも踏まえまして、現在配置して

おりますＬＴ等につきましても、十分な対応を今

後していくような形をとっていったり、小中合わ

せまして、外国語に親しむ環境を充実させていく
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ようなことを考えていきたいとこのように思って

おります。 

○議長（中村芳隆君） 生活環境部長。 

○生活環境部長（古内 貢君） ちょっと答弁漏れ

してしまいました。すみません。 

  24、25の検証については、そういう形で考えて

おりますが、今後実施計画に載せているものの中

で、今後もそういった形の中で補助を進めたいと

いうように考えております。 

  アッパーで１キロ３万、アッパーで12万という

形の中で実施計画上は500件という形の中で計上

させていただいております。 

  以上でございます。 

○議長（中村芳隆君） 12番、鈴木紀君。 

○１２番（鈴木 紀君） 外国語教育推進、太陽光

発電等々伺いました。 

  私は「この人々から選ばれるまちづくり」とい

う中において、果たしてこういったもので人々が

集まってくるのかなということを考えると、ちょ

っと疑問に思うところがあったもんですから、質

問をいたしました。 

  最近ですけれども、ある人とお話した中で伺っ

たことなんですけれども、若いご夫婦が３組ほど

大田原のほうに転居をしたというふうなお話を伺

いました。そういう中において、なぜなんですか

と聞いたときに、やっぱり子育て支援というもの

が非常に敏感にあると。そういった中で今言われ

た施策、お話を伺いましたけれども、駅前活性化

にしろ、耐震になりましたけれども、もっと子育

て支援という中で、しっかりと取り組んでいかな

ければ、この那須塩原市を選んでくれるのかなと

いうと、非常に疑問に思うところであります。 

  そういった中で、例えばですけれども、若いご

夫婦に関しては、保育園の保育料を下げてやると

か、また市営住宅等々についても若干の補助金を

出すとか、そういったものを取り上げてやって、

少しでも若い人たちに住んでいただける、そうい

った子育て支援が僕は一番重要な課題ではないか

なというふうに思うんですけれども、子育て支援

に対して、もっと力強い支援をしていただきたい

と思うんですけれども、この点に関してはいかが

でしょうか、お聞きしたいと思います。非常に今

の事業では、私としては弱いかなというふうに思

うわけですから、よろしく答弁をお願いしたいと

思います。 

○議長（中村芳隆君） 答弁を求めます。 

  保健福祉部長。 

○保健福祉部長（人見寛敏君） 子育て支援にとい

うことでご質問いただきました。 

  来年度の少子化対策の最も重要な事業として、

保健福祉部で考えておりますのが、保育園整備、

それから国の施策であります認定こども園の整備

ということで、そちらを進めまして、今たくさん

いらっしゃいます待機児童の解消を早急に実施し

たいということで、特にお父さん、お母さんがそ

れぞれに仕事をしたいというときに、どうしても

保育というものが必要になってきます。そんなと

きに、預ける場所があるというふうなことが当然

環境の向上につながるというふうに考えておりま

す。その部分については、国の施策も十分に活用

するような形で急ぎ進めていくというふうなこと

で、実施計画にも計上させていただいております。 

  以上です。 

○議長（中村芳隆君） 建設部長。 

○建設部長（若目田好一君） 市営住宅の家賃の支

援についてご質問がありましたけれども、市営住

宅の家賃につきましては、現在かなりほかの当然

民間と比べますと安い家賃になっていると思いま

すので、これ以上の支援というのはなかなか難し

いのではないかなというふうに考えております。 
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  以上でございます。 

○議長（中村芳隆君） 副市長。 

○副市長（渡邉泰之君） 先ほど、子育て関係の施

策についての質問もありましたので、若干部長の

答弁に補足しますと、現在定住促進に向けて、首

都圏の方を対象にアンケート調査のほうをお願い

しております。 

  その中の項目で、特に定住するに当たって重視

するであろう教育、それから子育て関係の部分に

ついてもアンケートを現在とって、調査をしても

らうことにしております。 

  それを踏まえてということではありますけれど

も、やはり待機児童の関係、共働き世代にとって

はやはり引っ越してきたら子どもを預けられない

となると、どちらかが仕事をやめないといけない

ということになりますので、そこは非常に大きい

ハードルになるだろうと。 

  逆に言いますと、首都圏でお子さんが待機児童

になっている家庭、あるいはこのまま子どもが生

まれると待機児童になるだろうという家庭にとっ

てみると、那須塩原市は待機児童がいないと。こ

ちらに移ってくれば間違いなく子どもを保育園に

預けられるということになれば、これは非常に魅

力的な施策になるのではないかということで、現

在市長をトップとして全力でそこの待機児童解消

を進めているところでございます。 

  あわせて、実際にいろいろと子育て世代の方に

聞きますと、子どもが病気になった場合のいわゆ

る病児保育、そういうのが整っていないと、幾ら

保育園料が安くてもそういう市に預けてしまうと

結果的には仕事を中断して戻ってこないといけな

いと、そういうような問題になってしまいますの

で、一体どういうところが重要なのかというとこ

ろは真摯にきちんとデータをとりまして、その上

で対策を講じていきたいと。 

  以上です。 

○議長（中村芳隆君） 12番、鈴木紀君。 

○１２番（鈴木 紀君） 今、副市長のほうから答

弁がありましたけれども、本当に待機児童、また

病後児の対策、しっかりと子育て対策をやってい

ただきたいと思います。 

  先日の市長のほうからの26年度当初予算編成に

ついての中身ですけれども、この中に本市の持つ

地域特性を十分に生かし、個性を明確にすること

で「このまちに生まれてよかった」というふうに

載っております。 

  そういった中において、私この本市の持つ特性

という部分においては、何を持って言うのかとい

うと、我々視察に行ってもそうですけれども、視

察に来られた方に対しても説明する中で、生乳の

生産が本州一だと、これが何よりも地域の特性で

はないかなというふうに考えています。 

  そういった中で、この生乳生産本州一、まして

や横断道路がミルク街道というものも銘打ってあ

るわけです。 

  先日も11月９日に、こういったミルク街道を使

っての食育、またウオーキング、こういったもの

もレディオ・ベリーホームページということでや

っておりましたけれども、こういった形で、ミル

ク街道もしっかりとやっぱり宣伝していただいて

いるわけですけれども、じゃ、そのミルク街道が

生乳生産一がどこに行ったら飲めるのか、食べら

れるのかという部分を考えますと、やはり先ほど

申しましたように、特性を十分に生かすのであれ

ばこのミルク街道沿いにミルクの館といいますか、

そういったものを設置して、そこでミルクの製造

販売、またバター、チーズ、アイスクリーム、ま

た那須塩原市のブランド、そういったものを展示

してそこで製造販売、またそういった中において

の案内をさせていただくとか、アウトレットに来
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たお客さんを、またそちらのほうに回すとかとい

う部分で有効的に活用できるのではないのかなと

いう部分もあったものですから、ひとつ提案です

けれども、今後こういったミルク館の設置等々に

ついて研究、検討していただければと思いますけ

れども、いかがでしょうか。よろしく答弁のほう

お願いしたいと思います。 

○議長（中村芳隆君） 答弁を求めます。 

  産業観光部長。 

○産業観光部長（斉藤一太君） お答えいたします。 

  ただいま、本市の特性の一つにミルクというこ

とでお尋ねがございました。 

  ミルクの、いわゆる牛乳の振興につきましては、

現在畜産振興対策の中で、本市におきましては市

と、それから市畜産振興会及び各酪農協と連携を

とりながら畜産系の安定的な発展を目指しまして、

主体的に取り組んでおります。 

  今、議員がおっしゃいました事業の中で、本市

には那須高原ミルク街道推進協議会がございます。

これは隣の那須町さんとその他県、それから関係

団体等で構成している組織でございますが、そう

いった団体とともに、牛乳の消費拡大に向けた取

り組みなどを行っているところでございます。 

  特に、イベントへの参加でありますとか、本市

のＰＲキャラクターであります「みるひぃ」など

を活用いたしまして、消費拡大に向けたＰＲなど

を今行っているところでございます。 

  そうした中で、拠点となる施設といいましょう

か、そういったことができないかというご質問で

ございますけれども、市におきましては現在、ソ

フト事業と言われておりますそういった各種のイ

ベントとか、ＰＲを行っておりまして、今後にお

きましても消費拡大に向けた、いわゆるＰＲ等の

各種イベントの開催や、それぞれの事業客体員の

方が行う事業に対しての支援なども取り組んでい

きたいというふうに考えております。 

  施設のいわゆる設置というお尋ねでございます

けれども、新たに施設を設置というものにつきま

しては、実際には明確なコンセプトのもとに、必

要性や公共性、広域性、さらには費用対効果とい

うことも考えていかなければいけないということ

もございます。そういったことも含めながら、考

えていかなければならないということでございま

すけれども、そういった施設の設置等につきまし

ては、今後の牛乳の消費拡大に向けたＰＲのあり

方でありますとか、あるいは牛乳のまちとしての

あり方というものを検証しながら、関係機関、団

体、あるいは関係者などのご意見なども承ってま

いりたいというふうに考えてございます。 

  以上であります。 

○議長（中村芳隆君） 12番、鈴木紀君。 

○１２番（鈴木 紀君） 今答弁がありました費用

対効果、またＰＲのあり方、牛乳のまちづくりと

いうことでは、しっかりとこれからも取り組んで

いきたい、そのように思います。それが、我々市

会議員にとっても誇れるまちになるのではないか

なと思いますので、よろしくお願いしたいと思い

ます。 

  次に、２の那須塩原市地球温暖化対策について。 

  東京電力福島第一原子力発電所の事故を受けエ

ネルギー政策の大きな転換が課題となり、それは

また電力分野だけの問題ではなく、社会全体で考

えなければならないテーマとなっています。 

  エネルギー政策においては、原発依存の考え方、

あるいは脱原発に向けた取り組み等、大きなテー

マであります。 

  現在の電力事情は、火力発電所を再稼働するな

ど化石燃料による発電量がふえており、結果、電

力会社のＣＯ２排出量は約18％増加して、過去最

大と言われております。 
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  このことは、地球温暖化防止への取り組みを進

める上で懸念材料であり、一刻も早く再生可能エ

ネルギーの導入を進め、エネルギー政策の転換を

図らなければなりません。 

  那須塩原市地球温暖化対策実行計画によると、

その推進のためには産業界のみならず、事業主で

ある自治体、家庭など、地域全体で積極的に取り

組む必要性があります。以上のことから伺います。 

  初めに、本市の地球温暖化対策の今までの取り

組みと課題について。 

  次に、家庭への取り組み促進の状況と課題につ

いて。 

  最後に、事業者への取り組み促進の状況と課題

についてお伺いいたします。 

○議長（中村芳隆君） 12番、鈴木紀君の質問に対

し、答弁を求めます。 

  市長。 

○市長（阿久津憲二君） お答えいたします。 

  那須塩原市地球温暖化対策についてのご質問で

すが、本市の地球温暖化対策の今までの取り組み

と課題について。 

  市の取り組みといたしましては、庁舎や公民館

等の屋根への太陽光発電装置の設置、那須塩原市

クリーンセンターのごみ焼却熱を利用したバイオ

発電、太陽光発電装置を設置する市民への補助、

家庭での省エネ活動促進を目的に環境家計簿の取

り組みの呼びかけなどを行っております。 

  また、関係機関等による取り組みとしては、那

須野原土地改良区連合による小水力発電装置の設

置等があります。 

  このように、今までの取り組みは再生可能エネ

ルギー導入等のハード面が中心でしたので、課題

は市民や事業者への地球温暖化対策の意識づけを

促すソフト面を充実させることであると考えてお

ります。 

  家庭への取り組み促進の状況と課題についてで

すが、「那須塩原市地球温暖化対策実行計画区域

施策編」の推進母体である那須塩原市環境連絡会

の中に、一般家庭への取り組みを促進するための

民生家庭部会を立ち上げ、主に環境家計簿により

関心を持っていただける内容とするための見直し

を進めております。 

  また、市民に対しては、広報やホームページで

環境企画展を通して、「私たちにできること」と

して、自然エネルギー利用、省エネ製品の選択、

環境負荷の少ない生活スタイル等の取り組みを呼

びかけております。 

  この計画は、一部の市民の実践だけで達成でき

るものではなく、一人でも多くの市民に実践して

いただくためのさらなる意識づけが課題であると

考えております。 

  ⑶の事業者への取り組み促進の状況と課題につ

いてですが、環境連絡会の中に、商工会、観光協

会、農協等の団体を委員とした民生業務部会を設

置し、省エネやＣＯ２削減に関する相談体制の確

立、取り組みやすい環境マネジメントシステムの

検討を進めております。 

  事業者への周知はこれらの団体を通して行うこ

とになりますが、団体に所属していない事業者に

どのようにお知らせし、いかに多くの事業者に取

り組んでもらえるかが大きな課題であるとも考え

ております。 

  以上です。 

○議長（中村芳隆君） 12番、鈴木紀君。 

○１２番（鈴木 紀君） 今後はソフトの面の充実

が大事なのかなというようにお伺いいたしました。 

  そういう中において、この那須塩原市地球温暖

化対策実行計画の中で、那須地区３市町における

レジ袋削減に関する取り組みということがありま

す。今現在、どのように取り組んでいるのか。 
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  また、その中での課題等々についてお伺いした

いと思います。 

  また、先ほど答弁にありましたけれども、環境

家計簿といったものを呼びかけているということ

を言われましたけれども、どのような内容で、市

民への周知への課題はどういうふうにしているの

かお聞かせ願いたいと思います。 

○議長（中村芳隆君） 答弁を求めます。 

  生活環境部長。 

○生活環境部長（古内 貢君） まず、那須地区レ

ジ袋削減推進協議会、これがございまして、今い

ろいろ中で検討しているという状況でございます。 

  メンバーは事業者、商工団体、消費者団体、そ

ういった方々でございますが、まずコンビニとか

スーパーとか、そういったチェーン店の協力がな

いとなかなか進まないという問題はございます。 

  今、主に行っておりますのが、そういった協力

事業者の募集をホームページで行って、あとコン

テストの実施、あとは優秀作品のイベント、展示

ＰＲをしていくということをやっておりまして、

毎年10月が実はマイバッグキャンペーン強化月間

になっておりまして、そういったものも市民への

ＰＲ活動、そういったものもやっております。 

  今後、どうしていくかという話になるんですが、

レジ袋の有料化がなかなか今現在難しい部分がご

ざいますので、そのかわりにマイバッグキャンペ

ーンの中で、例えばあるスーパーはそのかわりに

ポイントをつけて行っているところがございまし

て、そういった形を今後進めていく、後はそうい

った募集の中で市民の啓発を行っていくというよ

うなことをまずレジ袋については考えております。 

  環境家計簿でございますが、これ今現在、環境

家計簿はございます。ホームページに載って、エ

クセルでダウンロードして、数字を入れればＣ

Ｏ２の削減の量が、排出量が出るという形の計算

式にはなっているんですが、これの見直しを今行

っております。先ほど市長答弁がございましたよ

うに、家庭部会の中で今やっておりますけれども、

まず関心を持っていただくためにどうしたらいい

かという形になりますが、まず子どもさんでも小

中学生程度の方でも十分理解できる内容、そうい

った形にする必要があるんじゃないかという形で

今検討しております。 

  今後、具体的な周知、今検討段階でございます

が、環境連絡会の中に消費者団体も含めていろん

な団体がございます。後は事業者の方もいらっし

ゃいますし、そういった方がいっぱいいらっしゃ

います。そういった方を通して、周知するという

方法、あとはまだ検討段階で教育部局とは詰めて

いないんですが、学校を通してまずは大人の方で

はあるんですけれども、子どもさんを中心にそう

いった方で意識を高めてもらうということも必要

じゃないかということで、内部では検討している

ところでございます。 

  そういった形で今後、環境家計簿を使いやすい

形に見直しをいたしまして、今後、ホームページ

だけじゃなくて、できれば印刷をして周知してい

くという形で今検討しております。 

  以上でございます。 

○議長（中村芳隆君） 12番、鈴木紀君。 

○１２番（鈴木 紀君） 周知の方法ということで、

しっかりとよろしくお願いしたいと思います。 

  この中にもありましたけれども、中小企業への

環境マネジメントシステムの普及促進とあります。

現況で2011年度でありますけれども、32事業所と

いうことで、こういった環境マネジメントシステ

ムＩＳＯ14001ということでこれを取得している

企業は、相当な努力をして経費を出しながらも企

業努力しながらとっているわけです。そういった

本当に努力している企業に対しての奨励といいま
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すか、表彰というかどうかわかりませんけれども、

市としてもよく頑張っているねといった、そうい

ったものが必要であろうかと思います。 

  また、マネジメントシステムをとりたくても、

なかなか経費がかかるのでとれないといった中に

おいては、市としてもどういった支援ができるの

か、そういったものも含めて２点お聞かせ願いた

いと思います。 

○議長（中村芳隆君） 答弁を求めます。 

  生活環境部長。 

○生活環境部長（古内 貢君） まず、環境マネジ

メントシステム、当然中小事業者の方はＩＳＯ

14001をとっていらっしゃる事業者もいらっしゃ

いますし、なかなか費用的に難しということがあ

ると思います。 

  まずは、マネジメントシステム、ＩＳＯをとっ

ている事業者の方、もしくはそれに準じてやって

いらっしゃる方についての公表を、そういったも

のについては今後検討したいと思います。 

  ホームページなり、もしくはそういった形でや

っていますよと、表彰も含めたそういったものも

意識啓発のために確かに必要だと思いますので、

そういったことはまず検討したいと思います。 

  環境マネジメントシステムについて、支援はど

うなのかというご質問でございますが、実はこと

しの６月議会に議決いただきました、いわゆる地

球温暖化対策の区域施策編、それに基づきまして

実は事務事業編というのを９月に内部で作成しま

した。これは事務事業編という形の中で、実は第

１期、これは平成19年度からことしの９月までな

んですが、第１期の那須塩原市の環境マネジメン

トシステムというのがあったんですね。それは、

電気とか燃料とか、水路とか、そういった使用量

を削減しましょうと、いわゆる削減目標を立てま

して、それを使用量を削減していくというのが今

までの那須塩原市の環境マネジメントシステムが

19年度からございました。 

  それを今回、地球温暖化対策の区域施策編がで

きたことに伴いまして、それをいわゆる電気の使

用量じゃなくて、それをＣＯ２の排出量に換算し

て、それを削減目標にしようという形で、区域施

策編にのっとった形の中の事務事業という形で今

回整理したのがあります。 

  そういったものを今後、市庁舎の中で進めてい

るところでございますが、そういったもののノウ

ハウをＩＳＯ14001をとっていない中小事業者の

方に、そういったノウハウを普及促進すると、そ

ういった中で総合的に市としても支援していくと

いうように考えております。 

  以上でございます。 

○議長（中村芳隆君） 12番、鈴木紀君。 

○１２番（鈴木 紀君） ありがとうございます。 

  本当に企業努力しているところ、何とかしたい

んだけれども、できないところ、しっかりとその

辺の対応を本当にお願いしたいと思います。ノウ

ハウを普及促進していくというありがたい話であ

ります。よろしくお願いしたいと思います。 

  そういった中で、再生可能エネルギー、那須塩

原市においては貴重な財産があるわけであります。

いわゆる高林財産区、ここには大変すばらしい森

林があります。 

  先日、財産区のほうに行って、お話を伺ったと

きに、森林が小牧地区で約100ha、湯宮地区で

50haあるということであります。これが手つかず

にあると。これをしっかりとした、しっかりとし

たという言い方ないんですが、再生可能エネルギ

ー、木質バイオマス発電という中での事業を進め

ていけば非常に循環型にもなるし、また除染の問

題に関しても間伐ではなくて、全伐で行っていく

ということに関しては除染対策にもなるのかなと。 
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  また、地域での発電においては地産地消にもな

るといった形においては、この木質バイオマスを

使っての発電ということも考えてもどうなのかな

と。そのように思いますけれども、今後これにつ

いても検討していく、先ほど来ありました「人々

から選ばれるまちづくり」に関しては、本当に環

境に優しい那須塩原市ですよといったことも訴え

られるのではないかなと、そのように思うわけで

ありますので、この木質バイオマス発電を提案し

たいと思うんですけれども、いかがでしょうか、

お聞かせ願いたいと思います。 

○議長（中村芳隆君） 答弁を求めます。 

  産業観光部長。 

○産業観光部長（斉藤一太君） ただいまの木質バ

イオマス発電について取り組めないかというお尋

ねでございます。 

  現在、高林財産区というお話がございましたけ

れども、旧高林財産区から現在は市有林となって

いるところでございますけれども、そこは平成19

年３月31日に、市のほうへ移管をしたという経緯

がございます。総面積は597.94ha、今有しており

ます。その山林の詳しい調査というのは現在行っ

ておりませんので、詳細については把握してござ

いませんけれども、原料の供給できる、比較的傾

斜の緩いところにつきましては、ただいま申し上

げました面積の中で、今議員150haということで

あわせてお話がございましたけれども、小牧地区

にございます市有林として約120haは台帳上にな

りますが、ございます。 

  そういった緩傾斜地の木材というのは、今後利

用していく必要があるのではないかということで

考えておりまして、その森林の材積量については、

これはあくまでも試算でありますけれども、約２

万㎥ということで出ております。ヒノキと杉が主

体でございます。 

  市にとりましては、木質バイオマスにつきまし

ては、これは言うまでもなく地球温暖化防止、あ

るいはＣＯ２の排出削減、自然エネルギーの創出

によって、化石燃料にかわる自然エネルギーによ

る循環型社会の構築に向けた取り組みというもの

は非常に重要になってきているわけでございます。 

  このような中、市といたしましては、再生可能

エネルギーの推進は、そういった循環型社会に向

けた取り組みとして、非常に重要でございますの

で、ただいまございました木質バイオマスを活用

した発電につきましては、その可能性も含めまし

て、国・県を初め、それから各種情報の収集など

を今後も行ってまいりたいと考えておりますし、

また森林組合や林業関係団体等による情報交換な

ども現在のところを行っておりますし、また今後

も行っていきたいというふうに考えてございます。 

  そういったことを含めまして、今後各種の情報

交換、あるいは森林組合や林業関係団体の動向な

ども見ながら、必要に応じて市といたしましては、

協議、検討、あるいは調整を行ってまいりたいと

いうことで考えてございます。 

  以上でございます。 

○議長（中村芳隆君） 12番、鈴木紀君。 

○１２番（鈴木 紀君） 情報収集も含めてしてい

きたいということでありますけれども、温室効果

ガスの削減目標についても、短期ということで

2016年度８％削減と、中期で2020年度15％削減と

いうことをうたっているわけであります。この地

産地消である発電が進むことによって、この削減

目標もかなり前進するのではないかなと、そのよ

うに期待もするわけでありますけれども、そうい

った中において、副市長のほうで何らかのアイデ

アというか、考えがあればお聞きしたいと思いま

すけれども。 

○議長（中村芳隆君） 答弁を求めます。 
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  副市長。 

○副市長（渡邉泰之君） 例のバイオマスの話に関

連してでございますけれども、先ほど産業観光部

長のほうからも答弁ありましたけれども、非常に

再生可能エネルギーの中では重要なものだと考え

ております。 

  現在、那須塩原市のほうが中心市となる定住自

立圏構想中心市宣言を、この議会終了時の最後に

宣言をというふうに考えておりますが、その中身、

内容の大きな柱の一つとしてバイオマスのほうは

考えておるところでございます。 

  緑の分権改革と言われますけれども、実際に国

から権限が移譲されるだけでは本当の地域主権と

いうのはできないと。実際に経済的に自立できな

いことには補助金、交付税頼みですと地域の自主

性というのは達成できないということが、これは

総務省等でも強く言っているところでありますけ

れども、そういった意味で現在、このままですと

林齢は今伐採しなければいけない時期のものが放

置されていて、産業廃棄物になってしまっている

ものを何とかして宝の山にしていこうと、それを

地産地消という形で市民が消費していくと、お金

が域内できちんと回るという仕組みを何とかでき

ないかということで、定住自立圏をきっかけに、

より一層そこは推進していきたいと思っておりま

す。 

  具体的には、バイオマスプラントをつくってい

くというようなことになっていくんだと思います

が、方向性としてはそういう方向で市のほうも関

係者のほうとは鋭意検討しているところでござい

ます。 

  ただ、なかなか関係者が非常に多いものですか

ら、いわゆるサプライチェーンと言われますけれ

ども、まず木材を、それからあと林業のところか

ら最終的に消費するところまで、物すごく多くの

関係者がおりまして、それぞれがそれぞれのいろ

いろ考えがありますし、損得ありますので、そこ

を調整するのは相当大変だろうと思っております。 

  ただその中で、一部ユニット化しつつでも、で

きるところからできないかということで、今後検

討していきたいと思っております。 

  いずれにしても方向性としては、議員おっしゃ

るとおり、再生可能エネルギー、特にバイオマス

の活用というのは大変重要なもので、市の市政に

おいても重要な位置づけにあると思っております

ので、引き続き検討してまいりたいと思います。 

  以上です。 

○議長（中村芳隆君） 12番、鈴木紀君。 

○１２番（鈴木 紀君） 国の動向も見極めながら、

注視していくという中で、また重要な位置である

ということのお答えがありました。本当にこの地

産地消、バイオマス発電、非常に重要な観点であ

ります。 

  また、先ほど定住自立圏のお話もありましたけ

れども、しっかりとこの地産地消、木質バイオマ

ス、いろんな確かに団体等の絡みがあると思いま

すけれども、取り組んでいっていただきたい、そ

のように思います。 

○議長（中村芳隆君） 質問の途中ですが、ここで

昼食のため、休憩いたします。 

  午後１時会議を再開いたします。 

 

休憩 午前１１時５７分 

 

再開 午後 １時００分 

 

○議長（中村芳隆君） 休憩前に引き続き会議を開

きます。 

  12番、鈴木紀君。 

○１２番（鈴木 紀君） それでは、最後の質問を
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させていただきます。 

  新庁舎建設について。 

  新庁舎建設事業は、新市の象徴としても、事業

規模としても最大の事業であるとともに、まちづ

くりの上で多大な影響がある事業でもあります。 

  しかし、福島第一原発事故により基金を取り崩

した経緯がありますが、合併特例債の活用期限が

ある一方、今後の社会情勢に伴う本市の財政運営

は予断を許さない状況であります。事業実施には

十分な精査とビジョンを描いた上で、改めて意思

決定を求められると思います。市長就任３年目を

迎えるに当たり、改めて市長の所見を伺います。 

○議長（中村芳隆君） 12番、鈴木紀君の質問に対

し、答弁を求めます。 

  市長。 

○市長（阿久津憲二君） 午前中に引き続いてお答

えいたします。 

  新庁舎建設については、本年９月の志絆の会、

眞壁俊郎議員にお答え申し上げたとおり、いまだ

放射能汚染が市民生活及び産業等に影響を及ぼし

ている状況を鑑み、住宅除染等の市民の安全・安

心にかかわる施策を最優先で取り組むこととし、

建設時期につきましては、現時点で延期せざるを

得ない状況にあると考えております。 

  ただし、合併の協定項目として、庁舎建設に向

け、平成19年３月に基金を設置し積み立てを行っ

てきたことや、将来を見据えた都市の拠点形成と

いった観点から、候補地の選定等、建設の準備に

向けた検討は進めなくてはならない時期に来てい

ると思います。 

  そのため、今度においては、合併特例債が期間

延長されるという状況を踏まえながら、新庁舎の

事業概要、スケジュール等を検討していくととも

に、多額の予算を費やす放射能対策事業、小中学

校耐震改修事業等の進捗状況等を勘案し、財源な

どについてあわせてシミュレーションを行ってい

きたいと考えております。 

  第１回の答弁といたします。 

○議長（中村芳隆君） 12番、鈴木紀君。 

○１２番（鈴木 紀君） 建設準備に向けた検討を

進めていかなくてはならない時期に来ているとい

うことと、また放射能対策事業、また小中学校の

耐震改修事業等の進捗状況を勘案していきたいと

いうことであります。 

  新庁舎建設に向けての前向きというより、ゴー

ということで理解してよろしいかと思います。私

個人としても、大変うれしく思います。ただ、進

める上で、やはり懸念することがありますので、

お尋ねをしていきたいと思います。 

  答弁にありましたけれども、放射能除染、また

小学校の耐震改修事業の進捗状況ということです

けれども、これはおおむね何年度に終了するのか

お尋ねをしたいと思います。 

  また、西那須野駅前事業についてはほぼ完成間

近かなと、また那須塩原駅前広場整備事業につい

ては、計画が出されたということについては新庁

舎建設事業について、先ほどありましたけれども、

合併協定ということでは那須塩原市駅周辺という

ことになっております。そういった中において、

あわせて那須塩原駅前の西口整備も念頭に置いて

行うべきと考えておりますけれども、当局の考え

を伺いたい。 

  また、黒磯駅前広場の整備事業ということ、そ

れとあわせて同時進行で進められるのかどうか、

以上３点についてお伺いしたいと思います。 

○議長（中村芳隆君） 答弁を求めます。 

  企画部長。 

○企画部長（片桐計幸君） ３点お尋ねでございま

す。 

  まず、放射能の除染、小中学校耐震の改修が終
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わる時期ということでございますけれども、放射

能の住宅除染、学校の耐震等に平成27年度には目

鼻がつくというふうに考えてございます。 

  ２点目の那須塩原駅西口整備との兼ね合いでご

ざいますけれども、合併協定で那須塩原駅周辺に

庁舎を建設するということになっておりますが、

駅周辺の現状は区画整理を行いましたが、いまだ

期待したような開発が進まないという状況にござ

います。庁舎建設を起爆剤に、新たな民間投資を

促すような取り組みも必要であるかというふうに

思っております。 

  また、黒磯駅前整備等の関係ということでござ

いますけれども、いつ庁舎を建設するか確定して

いるわけではありませんが、黒磯駅また那須塩原

駅周辺の整備につきましては、長年の懸案事項で

あったということがございます。この懸案の解決

に向けて、一挙に方向性が定まるということであ

れば、県北の核として今後のまちづくりに大きな

影響を与えるものというふうに思っております。 

  以上でございます。 

○議長（中村芳隆君） 12番、鈴木紀君。 

○１２番（鈴木 紀君） 放射能除染、また小学校

の耐震改修については27年度でおおむね目鼻がつ

くということであります。 

  西口整備についても、民間投資を促すというこ

とで進めていきたいということ、また同時進行で

も県北の核ということでは十分だろうということ

であります。 

  私も当然事業を進めていく上では、メリット、

デメリット、当然重要な要因になってくるわけで

あります。 

  庁舎建設に関してのメリットという部分で考え

ますと、やはり那須塩原駅前は10年たちますけれ

ども、那須塩原警察署の新築ぐらいかなと。ほか

はほとんど見当たらないということに関してはや

はり駅前の活性化、非常に重要な観点であるとい

うことと、また黒磯、西那須、塩原地区の中心地

になるのではないかなと思います。 

  またさらに、那須塩原市の駅前、知ってのとお

り那須御用邸の玄関口でもあります。そういった

中においては、陛下が来るロイヤルロードにふさ

わしい駅前整備も必要ではないかな、また重要な

観点であろうと思うわけであります。 

  そういう中においては、やはり駅前の雰囲気と

いうものを壊さない、そのように思うわけであり

ますし、また駅前の事業としても切り離せない、

そういった重要な観点であります。 

  そういった中で、やはり市のほうできちんとし

た方向が出ないということになれば当然、市の所

有者に対しましては、やはり各業者についても相

当な売ってくれというようなことも要請も来てい

るのではないかなという部分を考えますと、やは

り駅前整備というものも十分に考えながら、切り

離せない状況の中で、進めていかなければならな

い。 

  また、同様に新庁舎建設用地についても、そう

いった雰囲気というものも重要な観点で進めてい

かなければならないと思うわけでありますけれど

も、用地取得に向けてもそういった課題があると

思うわけでありますけれども、その点についてど

のような課題があるのか、ひとつお伺いしたいの

と、先ほど合併特例債というお話も出ました。 

  当然、この東日本大震災において、10年延長さ

れたということも伺っておりますけれども、その

財政的な負担も当然ながらふえていくのではない

かなと、そのように懸念するわけであります。 

  財政的な不安に関してもどうなのか、２点お伺

いしたいと思います。 

○議長（中村芳隆君） 答弁を求めます。 

  企画部長。 
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○企画部長（片桐計幸君） 用地の取得の問題と、

財政的な点からというご質問でございますけれど

も、まだどこに建てるか、いつ建てるかというの

も定まっていない現状でございますけれども、建

設をするということになれば、どこに建てるかと

いうことを早目に決定しなければならないだろう

というふうに考えてございます。 

  また、財政的な面でございますけれども、財政

資金についてはこれからということでございます

が、庁舎建設につきましては、主に庁舎建設基金、

合併振興基金、合併特例債で賄っていくというこ

とになろうかと思います。そうした中で、財源的

には今のところ大丈夫だろうというふうに考えて

いるところでございます。 

○議長（中村芳隆君） 12番、鈴木紀君。 

○１２番（鈴木 紀君） 財政的には問題ないだろ

うということであります。そういった中において

進めていただきたいなと思いますし、また２年後

の合併10周年記念事業ということも当然あるわけ

であります。そういった中において、10周年事業

の中で、こういった新庁舎に向けてのイベントと

か、アクションといいますか、そういったものも

考えているのか等についてお伺いしたいと思いま

すし、また庁舎建設についての期間、１年、２年

でできるとも思っていません。そういった中にお

いては、計画から庁舎建設までどの程度の期間を

考えているのか、２点お伺いしたいと思います。 

○議長（中村芳隆君） 答弁を求めます。 

  企画部長。 

○企画部長（片桐計幸君） 合併10周年というとこ

ろでの事業と、また期間はということでございま

すけれども、他の自治体の庁舎建設の事例等を見

ますと、５年ぐらいあれば完成するだろうという

ふうに思っております。 

  これから準備を速やかに始めまして、順調に進

めば、平成30年ごろには完成するものというふう

に考えてございます。 

  ただいま、合併10周年だという具体的なご提案

をいただきましたけれども、まずもって市民意識

の高まりというのが非常に重要だというふうに考

えてございます。 

  以上でございます。 

○議長（中村芳隆君） 12番、鈴木紀君。 

○１２番（鈴木 紀君） 庁舎建設には計画から完

成まで５年ぐらいと、おおむね平成30年ごろには

完成させられるだろうということでよろしいかと

思います。 

  庁舎建設に関しては、賛否いろいろとあると思

います。そういった中で、将来を見据えた場合、

やはり今が最適なのかなというような部分におい

ては、再認識をしたわけでありますけれども、今

答弁にありました機運を考えると、そういうこと

を考えると、やはりいずれはどこかで決断しなく

てはならないのではないかと思いますけれども、

市長としてはどのようにそのことを考えているの

か、また議会に対してどのような要望があるのか、

あればお聞かせ願いたいと思います。 

○議長（中村芳隆君） 答弁を求めます。 

  市長。 

○市長（阿久津憲二君） 今、ちょっと具体的な数

字を入れて、企画部長から答弁がありました。 

  私もよくその件については承知しています。 

  庁舎建設の一番の課題はやっぱりお金、場所だ

けではなくて、市民の何ていいますかね、同意、

あるいは盛り上がり、こういう機運醸成、これが

最大の課題だと思っています。 

  そういうことになると、今企画部長から答弁の

あった方向で検討をさせていただければと思って

もおります。 

  それから、庁舎をまだスタートしておりません
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が、検討に当たってはもちろん議会の全員には報

告はしながら進みますが、検討委員会にはしかる

べき議会の代表も入っていただいて、議会だけで

はありませんので、そういう検討委員会を立ち上

げて、これらの協議の中で徐々に市民の機運を盛

り上げながら前進したいとこういう感じで思って

おります。 

○議長（中村芳隆君） 12番、鈴木紀君。 

○１２番（鈴木 紀君） 検討委員会を立ち上げて

という具体的に話も出てまいりました。早急に、

検討委員会を立ち上げていただいて、進めていた

だきたいと思いますけれども、この検討委員会の

設置ということですけれども、いつころに立ち上

げる予定でいるのかお伺いしたいと思います。 

○議長（中村芳隆君） 答弁を求めます。 

  企画部長。 

○企画部長（片桐計幸君） 検討委員会ということ

ですけれども、庁舎建設に当たっては市民の声も

当然反映ということも考えていかなくてはならな

いということで、名称は検討委員会なるか、懇談

会なるかあれですけれども、そんなものを庁舎建

設をするということの取り組みが始まれば、でき

るだけ早い時期につくっていきたいというふうに

考えてございます。 

○議長（中村芳隆君） 12番、鈴木紀君。 

○１２番（鈴木 紀君） できるだけ私個人として

も、検討委員会を早く立ち上げていただいて、進

めていただきたいなと思います。当然、市の将来

を見据えた場合の新庁舎建設であります。ある部

分においては、覚悟の上と言ってもいいのかなと

思いますけれども、機運を見定め、応援をしっか

りと私個人としてもしていきたいとそのように考

えますけれども、最後になりますけれども、新庁

舎建設に向けての市長の所感をお聞かせ願いたい

と思います。 

○議長（中村芳隆君） 答弁を求めます。 

  市長。 

○市長（阿久津憲二君） これについても唐突に出

た話ではありません。過去の議会でも再三質問さ

れておりましたので、これらについて総合的に検

討してまいりました。 

  １つは、西那須野駅前の整備、そして旧黒磯市

の黒磯駅周辺の整備、こういうものと相まって、

やはり庁舎を中心に据えた、新幹線那須塩原駅周

辺の整備、これを機能的にやっていくというのが

もともと基本的な執行部としての戦略でございま

すので、こういうことに沿って、あくまでも申し

上げましたように、最後は市民の機運醸成と、こ

ういうものにかかっていると思っておりまして、

財政的にはそんなに心配した状況にはございませ

んので、自信を持って進めたいなと考えておりま

す。 

  以上です。 

○議長（中村芳隆君） 12番、鈴木紀君。 

○１２番（鈴木 紀君） 財政的にはほとんど影響

がないと、そういう中において機運を高めていく

ことが大事だということについては本当に私もそ

のように思います。 

  いずれにせよ、新庁舎事業は相当な財政規模に

なってくると思います。しっかりと精査をしてい

ただいて、一歩でも二歩でも前向きに進めていく

ような取り組みをお願いいたしまして、私の会派

代表質問を終わります。大変にありがとうござい

ました。 

○議長（中村芳隆君） 以上で、公明クラブの会派

代表質問は終了いたしました。 

 

─────────────  ◇  ───────────── 

 

◇ 相 馬 義 一 君 
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○議長（中村芳隆君） 次に、敬清会、21番、相馬

義一君。 

○２１番（相馬義一君） 敬清会会派代表質問を行

います。 

  本日、私の質問は３項目、平成26年度の当初予

算、さらには除染、そして最後は農業行政という

ことで３つの質問を行うわけでございますが、質

問の前に、私、常にここ数年、この12月議会とい

いますと、この当初予算等々の質問を会派代表質

問でさせていただいております。 

  これはやっぱり私ども議会議員としては、市長

の那須塩原市に対する思い、あるいは今後那須塩

原市をどのように方向づけしていくのか、そうい

った意味において私どもが聞くわけでございます。

そういう意味において、昨年12月の議会の私の会

派代表質問、おおむね似たような質問内容等にな

っておりますが、ご理解をお願い申し上げるとと

もに、今回３会派が代表質問したわけでございま

すが、３会派の代表質問、やはり同じ思いかと思

います。質問が重複しております。かといって、

質問をしなくていいかというわけにもいきません。

あるいは答弁をもらわなくてもいいというわけに

もいきませんので、私のほうで質問を随時させて

いただきますので、よろしくお願いいたします。 

  まず初めに、平成26年度当初予算編成について

お伺いいたします。 

  11月14日に開催されました議員全員協議会にお

いてお示しをいただいた平成26年度当初予算編成

方針では、将来を支える年少人口及び生産年齢人

口の減少等による歳入の減、老齢人口増加等に伴

う歳出の増が予想されるため、分度・推譲の考え

を踏まえつつ、今から人口の減らない住みよいま

ちづくりを目指して、積極的に少子化対策や定住

促進施策等を推進する予算編成とし、事務事業推

進のキーワードを「人々から選ばれるまちづく

り」とうたっております。 

  そこで、実施計画、平成26年度、27年度を参照

しながら、以下の点についてお伺いいたします。 

  ⑴少子化対策・障害者福祉事業において、積極

的な事業としてどのような事業があるのか伺いま

す。 

  ⑵定住促進について。 

  ①新幹線通勤者への定期代助成、三世代同居と

隣居のための住宅取得助成の内容についてお伺い

いたします。 

  ②このたび、馬場整備事業について示されまし

た。新聞の紙面等では、定住促進効果もあるとあ

りましたが、市民に理解を得られるものなのか。

また、現時点で優先すべきは、ねんりんピックの

ための整備と考えるが、市の考えをお伺いします。 

  ⑶既存産業の活性化に関し、那須塩原駅周辺、

黒磯板室インター周辺における産業の活性化の考

えについてお伺いいたします。 

  ⑷「人々から選ばれるまちづくり」の事業推進

の課題は何か伺います。 

  以上、１項目めの質問といたします。 

○議長（中村芳隆君） 21番、相馬義一君の質問に

対し、答弁を求めます。 

  市長。 

○市長（阿久津憲二君） 相馬義一議員の質問に順

次お答えいたします。 

  平成26年度当初予算編成の質問ですが、初めに

⑴の少子化対策・障害者福祉事業についてお答え

いたします。 

  まず、少子化対策事業については、主に保育サ

ービスの充実を図るため、待機児童解消事業とし

て幼稚園から認定こども園へ移行するための建設

の補助、永田保育園整備事業並びにさきたま保育

園整備事業を実施計画に掲上しております。 

  次に、障害者福祉事業については、主に障害者
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総合支援法に定められた福祉サービスや手話講習

会等の事業を実施計画に計上しておりますが、法

定外の事業としては、中途失聴者、難聴者に対す

る手話教室や読話教室を特色のある事業として実

施計画に盛り込んでおります。 

  次に、定住促進については、新幹線への定期代

助成、三世代同居と隣居のための住宅取得助成に

ついてお答えいたします。 

  少子高齢化が進行する中、自治体における定住

促進は極めて大きな課題となっており、本市にお

いても課題解決に向けた定住促進への取り組みを

戦略的に進めていくため、現在、定住促進計画の

策定を進めております。 

  ２つの事業とも、定住促進を図るための新規事

業として来年度からの実施を予定しております。 

  まず、新幹線通勤者への定期代助成でございま

すが、市外から市内に転入し、那須塩原駅から新

幹線を利用して通勤する方を対象に、通勤用新幹

線定期券の購入費用の一部を助成するものです。 

  新幹線利用によって、ゆっくり座って１時間15

分で東京圏に通勤できることを売りとし、市外か

ら本市への転入促進を図り、居住の拠点を本市に

置いていただくことを大いに期待するものであり

ます。 

  次に、三世代同居と隣居のための住宅取得助成

でありますが、市内での三世代同居、または隣居

を始める世帯に対し住宅取得費用、または増改築

工事費用の一部を助成するものであります。 

  三世代や多世代間の交流による子育て、介護等

を通じ、家族のきずなを深め、子どもや孫の世代

に、このまちに生まれてよかった、住み続けたい

と思ってもらえること、あわせて家族の役割の再

認識を促すことで、地域コミュニティーの再構築

もあわせて図っていきたいと考えております。 

  なお、両事業とも、現在、事業の詳細な制度設

計を急ピッチで行っております。 

  次に、馬場整備についてお答えいたします。 

  馬は、交流する人との信頼関係を築くことがで

きる動物と言われており、情操教育の役割を担っ

ていることから、小学生や中学生が馬と触れ合う

体験ができる場とするほか、障害者や不登校児童

生徒が馬を通したホースセラピーを行える場とし

て、また市民であれば特別の費用をかけることな

く乗馬体験ができる施設として整備を考えており

ます。 

  さらには、特色ある施設を有する市としてのブ

ランドイメージを高めることにより、全国的にＰ

Ｒすることができることから、定住促進にもつな

がるものと考えております。 

  ねんりんピックのソフトテニス会場となります、

くろいそ運動場テニスコートにつきましては、こ

とし８面のコートを人工芝に、４面のコートの人

工芝及び観覧席の補修については来年度早々に、

またその次の整備については次の年にと、こうい

うことで順次整備を行うこととなっております。 

  また、⑶の既存産業の活性化に関して、那須塩

原駅周辺、黒磯板室インター周辺における産業の

活性化の考えについてお答えいたします。 

  那須塩原駅につきましては、新幹線における那

須地域と那須塩原市の玄関口として、市内のＪＲ

３駅の中で重要な駅であり、また駅周辺地域にお

いても栃木県北部地域の交通の要衝として、まさ

に市の顔となるべき要素を持った地域であります。 

  区画整理事業が完了し、道路交通網の整備も進

み、警察署の移転、商業施設、医療関係などの進

出により、都市機能は形成されつつありますが、

さらなる市街地の形成、商業の振興・活性化、そ

して定住の促進が望まれるところであります。 

  市においては、今後の発展が見込まれる地域で

ありますので、商業施設や企業進出などの動向に
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ついて、的確な情報の収集に努めてまいりますと

ともに、相談や問い合わせ等がある場合には、迅

速に対応し、状況に応じて、土地利用の有効促進

を図っていきたいと考えております。 

  また、黒磯板室インターチェンジ周辺につきま

しては、那須ガーデンアウトレットや上郷屋工業

団地がありますが、土地利用としての可能性が高

い地域でもありますので、今後とも状況に応じ、

有効活用と促進を図っていきたいと考えています。 

  最後に、⑷の「人々から選ばれるまちづくり」

の事業推進の課題は何かについてお答えいたしま

す。 

  定住を促進させるためには、まず認知度とイメ

ージを高めるための取り組みを総合的・戦略的に

実施し、全国の人々から「選ばれるまちづくり」

を進めていくことが必要であり、そのためにも、

定住を促進させる取り組みを各部局において単独

で実施していくのではなく、部局を先導し、総合

的にシティープロモーションを実施する、組織体

制の強化を図る必要があると考えております。 

  以上、第１回の答弁といたします。 

○議長（中村芳隆君） 21番、相馬義一君。 

○２１番（相馬義一君） 先ほども申し上げました

とおり、昨年12月においても同じような質問をさ

せていただいております。 

  昨年は、この少子化対策じゃなくて私は「多子

化」、そういったことで質問させていただきまし

た。そういう中で、ファミリーサポートセンター、

あるいは親子集いの広場の充実ということを答弁

いただいたと思います。 

  このたびの少子化については、待機児童解消に

向けた事業ということで、幼稚園から認定こども

園へ移動するための建設に対する補助という答弁

があったかと思います。あるいは、永田保育園、

さきたま保育園の整備ということが今、言われま

した。 

  これだけ、この少子化に対して市長が先ほどの

鈴木議員の質問の中にもありましたが、いわゆる

医療費の助成等々もいろいろやっております。大

変、私とちょっと感覚が違うかと思いますが、那

須塩原市は子育てについては大変真剣に取り組ん

でおりますし、そういった取り組みに対して前向

きな取り組みをしていると私は理解しております。 

  そういった中で、これだけの対策をとっていな

がら、なかなか少子化がとまらない、そういった

原因、これはそういった対策のほかに何らかの原

因があるかと思います。 

  もちろん、結婚をしない若者が多い等々もあり

ます。市の執行部としては、どのように捉えてい

るか質問いたします。 

○議長（中村芳隆君） 答弁を求めます。 

  副市長。 

○副市長（渡邉泰之君） 私のほうから答弁させて

いただきます。 

  実際、少子化対策というのは一つの市のみでで

きる話ではないということでございまして、日本

全体で今少子化が進んで、なかなか下げどまらな

いという状況です。 

  その背景には、女性が社会進出をされていく一

方で、なかなか一度子育てに入ってしまうと、ま

た社会復帰するのは難しいと、そういった中でち

ゅうちょしていく、晩婚化が進んでいく。そうい

ったような背景があると考えております。 

  いわゆるＭ字カーブと言われますけれども、女

性が一度出産等を機にやめた後に、またもう一度

職場復帰するというのはなかなか困難であること、

それからまた職場復帰したとしても、かつては正

規職員であったものがパートタイム等になってし

まうと、そういったものがある中でなかなか結婚、

出産に踏み切れないというような問題が背景には
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一つあるのではないかというふうに思っておりま

す。 

  そういったところにつきましては、市だけでど

うこうできる世界ではありませんので、その部分

については、県あるいは直接国に、こちらのほう

からもいろいろ働きかけはしていきたいと思って

おります。 

  一方で、市のほうとしてできることというのは、

先ほど市長からの答弁もありましたけれども、一

つはできることは、子育てをしやすいまちにつく

っていくということによる社会増、他の場所から

那須塩原市を選んでいただいて、移り住んでいた

だくと。それが本市の一つの戦略として一番大き

いものとして掲げておるわけですけれども、その

ほかになるべく子どもを生みやすい環境にしてい

く、それで市ができることというのは、限られて

おりますけれども、そういったことをできる限り

できれば、自然増も図れるようなところをやって

いきたいと考えておる次第です。 

  以上です。 

○議長（中村芳隆君） 21番、相馬義一君。 

○２１番（相馬義一君） ちょっとデータになって

いるかどうか私よくわかりませんが、100年程前

の人口、そして一番多かったときが１億2,000万、

今後また100年後になりますと7,500万人ぐらいと

いうのか、そのくらいの人口になってしまう、ち

ょうど韓国の人口と同じぐらいの人口になってし

まう。そのような世の中の人口の流れというんで

すか、そういう流れの中でちょうど今下り坂に入

ってきているから、これが対策をとってじゃ、と

められるかというのはなかなか難しいことかと私

も思っております。 

  そういう中で、市としてこういった事業を26年

度に向けて積極的に取り組んでいただけるという

ことで安心する点もあります。 

  待機児童解消に向けた事業ということで、これ

で待機児童がおおむね解消すると見てよろしいで

しょうか。 

  また、それによって民間の幼稚園等の影響がど

の程度あるのか、その件についてお伺いいたしま

す。 

○議長（中村芳隆君） 答弁を求めます。 

  保健福祉部長。 

○保健福祉部長（人見寛敏君） 待機児童解消とい

うことで、来年度以降、積極的に実施していきた

い事業の中で、中心となるのが民間幼稚園の認定

こども園への移行という部分がございます。 

  そのような中で、こちらについては市内の事業

者の方々に集まっていただいて、認定こども園化

についての説明会を既に開かせていただいており

ます。 

  そのような中で、ある程度事業化に向けて意向

を示していらっしゃる事業者さんの方々の意向を

聞きますと、おおむね６月の議会でご決定をいた

だきました保育園整備計画の後期計画の特にゼロ

から２歳児を対象としたところで、計画に見合う

ぐらいの人数の増が図れるだろうというようなと

ころのご意向が確認できていますので、その意向

に沿って施設整備等を進められるように予算のほ

うも用意していくということが実現に向けてつな

がりであると。その分については、計画上は340

人という人数を上げているんですが、実際には前

期計画のところでも私立の保育園を設置して、待

機児童の減少ということ入園児童の増を図ったん

ですけれども、実際にはそうしますとイタチごっ

ごというような感じで、さらに入園待ち児童がふ

えてくるというような状況があります。 

  そのような中で、実際には、子どもの数につい

ては将来を見れば、決して常に増加の傾向という

ことではありませんので、ある程度のところで十
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分に満ち足りた状況になるのではないかというふ

うには考えておりますし、民間の幼稚園の方々が

認定こども園に移行することで、民間の事業者さ

んが継続して保育に当たれるというような環境は

整備できるものと考えております。 

  以上です。 

○議長（中村芳隆君） 21番、相馬義一君。 

○２１番（相馬義一君） 理解をするところでござ

います。 

  それで、次の障害者福祉についてお伺いするも

のでございます。 

  先ほどの答弁をお聞きしますと、法定外の事業

というのをやっているということでございます。 

  その中で、手話教室というのは私も理解できる

んですが、読話教室というのはちょっと私理解で

きないんですが、その事業について説明をお願い

いたします。 

○議長（中村芳隆君） 答弁を求めます。 

  保健福祉部長。 

○保健福祉部長（人見寛敏君） 読話教室につきま

しては、今年度から実施することで進めておりま

すけれども、実際には途中で聴力を失われた方に

ついては、なかなか手話を学ぶことが大変だとい

うふうな状況がございます。 

  そのような中で、実際には口元を見ていただく

とか、そういった形で相手の言っていることを口

の動きなどから知る技術というのを学んでいただ

くというふうな教室になってございます。実際に

は、１コース10回程度を予定して、週１回程度の

開催というような形で考えております。 

  以上です。 

○議長（中村芳隆君） 21番、相馬義一君。 

○２１番（相馬義一君） 大変すみません、私わか

らなかったものですから質問させていただきまし

た。 

  そうしますと、先ほどの子どもさんの、いわゆ

る待機児童ではございませんが、障害者さん方の

総数に比べてこの現在の施設等とありますが、そ

の辺の人数と、施設の受け入れ体制において、問

題はないのかお聞きいたします。 

○議長（中村芳隆君） 答弁を求めます。 

  保健福祉部長。 

○保健福祉部長（人見寛敏君） 障害者の方々への

サービスの提供、ニーズと供給のバランスという

ご質問かと思います。 

  こちらにつきましては、市といたしまして、障

害者計画及び障害者福祉計画を策定して、ニーズ

調査なども実際に実施いたしまして、必要量を把

握した上でサービスの提供を行っております。 

  現在の障害福祉計画につきましては、第３期に

なっておりまして、このニーズ調査を行う中で、

実際に今後どこでどのように生活したいかという

ふうな質問をさせていただきましたところ、回答

といたしまして、一番多かったのが自宅で家族の

世話を受けて生活したいが１番です。 

  次に、自宅で施設に通いながら生活をしたいと

いうのが２番目ということで、さらに国の施策に

もあるんですけれども、施設入所者の地域生活へ

の移行などというのも計画策定のテーマとなって

おります。 

  そのような利用者の方々のご意見とか、それか

ら国の施策とかを総合的に勘案して、現在の第３

期計画がありまして、実際にその計画に基づいて

は実施しているところであるんですが、実際には

新たな入所先を探す、新たなサービス提供の調整

をするといった場合にはそれなりの時間がかかっ

ているというのが現状でございます。 

  以上です。 

○議長（中村芳隆君） 21番、相馬義一君。 

○２１番（相馬義一君） 障害者を持つという家族、
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あるいは家庭、大変ご苦労されているというのが

現実、当然これは私どもが申し上げるまでもござ

いませんが、そういった方々が少しでも緩和でき

るような施策を進めていってほしいと思っており

ます。 

  先日、新聞等の中で障害者の雇用率がちょっと

載っておりました。栃木県1.68で全国41位という

ことだそうでございます。 

  本市の状況について、報告だけお願いできます

でしょうか。 

○議長（中村芳隆君） 答弁を求めます。 

  保健福祉部長。 

○保健福祉部長（人見寛敏君） 大変申しわけあり

ません。今ちょっと手元にその数字がないもので

すからご容赦いただきたいと思います。 

○議長（中村芳隆君） 21番、相馬義一君。 

○２１番（相馬義一君） それでは、次の定住促進

についてお伺いいたします。 

  新幹線の定期代の助成ということで、先ほど君

島代表のほうからもこの点については質問されて

いました。 

  現在のところそういった事業について、今一生

懸命事業計画を立てているというか、そういう状

況だそうでございます。 

  新幹線の定期代の助成、当然、助成をしてこち

らに住んでいただいて、市外から転入されて、市

としてそれ以上の収入があるというのか、いわゆ

る固定資産税、あるいは市民税が入るという計算

のもとに、こういった事業の計画を立てていると

思いますが、その点についてどのような想定をし

ているか、今答えられる点で結構です。お願いし

ます。 

○議長（中村芳隆君） 答弁を求めます。 

  企画部長。 

○企画部長（片桐計幸君） 定住促進ということで、

那須塩原市に住んでいただける方のためにという

ことで、新幹線通勤についても助成をしていきた

いということで考えているところでございまして、

どのような将来的な効果があるのかという具体的

な数字は、今持っておりませんけれども、当然な

がら固定資産税、また市民税等は歳入として上が

ってくるだろうと思いますし、またひいてはいろ

いろな産業面でも消費が拡大されているという中

では、大きな影響があるだろうというふうに考え

ているところでございます。 

○議長（中村芳隆君） 21番、相馬義一君。 

○２１番（相馬義一君） まだまだ事業の計画途中

というふうに判断させていただきますが、この事

業については、一応実施計画の中では26年から28

年で各年度ごとに1,100万円、これは三世代同居

も含めてでございますが、計上しております。 

  しかしながら、先ほどの君島代表への答弁だと

28年云々という期限は申していなかったと思いま

す。その期限をいつまでというの、先ほども質問

あったかと思いますが、切るのかあるいはもちろ

ん当然切ると思いますね、切りますが、それでは

今現在、新幹線通勤をされている方に対する助成、

あるいはこの三世帯同居、隣居ということですが、

例えば去年あたりこういった事業、家を建てたと

いう方に対する助成、前もって、そういった助成

については、どのようにするのか、その辺につい

てお伺いします。 

○議長（中村芳隆君） 答弁を求めます。 

  企画部長。 

○企画部長（片桐計幸君） これまで、新幹線で通

勤している方々、既に三世代同居されている方へ

の対応ということでございますが、先ほど君島議

員のほうにも答弁させていただきましたけれども、

それらについて今後、あくまでも今回の定住促進

に係るものは転入していただく方を対象にという
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ことを原則的に考えているところでございます。 

  そうした中で、これまでの方に対してどうする

かということは、ちょっとこれから検討させてい

ただきたいと思います。 

○議長（中村芳隆君） 21番、相馬義一君。 

○２１番（相馬義一君） わかりました。 

  もう一点、隣居という言葉を使っております。

隣居というのはどこまでが隣居なんでしょうか、

その件についてお願いします。 

○議長（中村芳隆君） 答弁を求めます。 

  企画部長。 

○企画部長（片桐計幸君） 隣居の範囲ということ

で、どこまでかということでございますけれども、

いろいろ三世代同居の中でも形態はあろうかと思

います。 

  一緒に家を建てて三世代が一緒に住むという形、

また敷地内に別棟を建てるとか、また隣接地に家

を建てるとかということもあろうかと思います。

今想定している部分の中では、隣接地ぐらいまで

が対象かなというようなことで考えているところ

でございます。 

○議長（中村芳隆君） 21番、相馬義一君。 

○２１番（相馬義一君） 理解をいたしました。 

  この新幹線の定期代の助成というのは、当然な

がらここから東京に通勤している方、私も何人か

知っている人がいます。そういう方は、会社から

当然ながら新幹線の助成はされておりますよね。

それにプラス市から助成をするという、それが果

たしてこの何ていうんですか、給料を多くとって

いる方に新たに市として助成をすると、ちょっと

疑問点があります。 

  その点も含めまして、今後しっかりと計画を練

っていただきたい、そのように思います。 

  続きまして、次の馬場整備についてお伺いいた

します。 

  馬場整備については、ホースセラピーの効果も

あるということ、子どもたち、あるいは障害者に

対するセラピーも含めて、このような事業を展開

するという説明を受けたと同時に、全員協議会で

も報告があったかと思います。 

  しかし、今回、私はこの事業を反対するわけで

はございません。ただ、なぜ今なのか、あるいは

青木のサッカー場については、旧仙台育英さんか

ら譲渡された時点で、さまざまな地域の方々から

この活用、利用についていろんなご意見をいただ

いた経緯があります。そういった経緯を踏まえて、

サッカー場一本でいくという施設になったかと私

は思っております。 

  その辺について、なぜ今、もちろんいろんな定

住促進について、あるいはそういった意見がある

かと思います。なぜ今なのか、先ほど私の質問状

においても、今やるべきことは平成26年度のねん

りんピックに向けて、テニスコートの整備が最優

先だと私は思っております。 

  昨年12月の代表質問の中でも、答弁をいただい

た中で、このくろいそ運動場と向こうの西那須野

の県の施設２カ所で運営をする。 

  しかしながら、当時の保健福祉部長の答弁では、

非常に問題点、課題もあると。２つでやると当然

２倍近い人件費がかかる、あるいは今回訪れる人

数から言いますと、選手だけで700名弱の選手が

来る。そういった選手たちのことを考え、移動あ

るいは宿泊、２日間で大会を終了するに当たって

は、どうしても20面の整備が必要、そのためにそ

ういう計画を立てている。 

  私は今、那須塩原市のねんりんピックに向けた

準備という中で、できれば今回の１億1,000万ぐ

らい、整備についてねんりんピックのテニスコー

トの充実を図ったほうがよろしいのではないかと。

その後、馬場整備に行ったほうがよろしいのでは
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ないか。そのように考えているものでございます

が、その辺についてのご答弁をお願いいたします。 

○議長（中村芳隆君） 答弁を求めます。 

  教育部長。 

○教育部長（山﨑 稔君） ただいまのご質問でご

ざいますが、議員懇談会の折にも、同じようなご

質疑がありまして、私のほうから答えさせていた

だきましたが、まずなぜ今かということにつきま

しては、過日、議員の皆様から議決をいただきま

したスポーツ施設整備計画の中で位置づけされて

いないということで、なぜ今なんだというふうに

つながってくるんだろうと思いますが、いずれに

しましても、その有用資産の利活用ということに

まず目を向けたということで、あの席でもそうい

った資産を見逃してしまったということで大変議

員の方々にはおわびを申し上げましたが、なぜ今

かということに対しては、つまり25年度から本市

の定住促進という大きな施策が出てきたところに、

一日でも早く、市のブランドイメージを高めたい

と、特殊なあるいはほかの団体にはない、ほかの

団体と差別化するような馬場の整備ということで

あれば、全国にＰＲとして非常に打って出るチャ

ンスがあるのではないかということから、市のブ

ランドイメージを高めるということは、一日でも

早くそういったものに気づいた時点で加速して、

施策として挙げていくと、こういったことが必要

であろうという判断のもとに今だという結論にな

ったところでございます。 

  以上です。 

○議長（中村芳隆君） 21番、相馬義一君。 

○２１番（相馬義一君） ただいま教育部長から答

弁をいただきました。できれば、この計画につい

ては教育部長ではなく、やっぱり企画部が答弁す

ることだと私は思っております。 

  企画部の考え方を少しお聞かせくださいませ。 

○議長（中村芳隆君） 答弁を求めます。 

  企画部長。 

○企画部長（片桐計幸君） 馬場の整備関係とテニ

スコートということの兼ね合いかなと思いますけ

れども、昨年度の計画の中で、テニスコートの関

係につきましては、当面の整備ということの中で

先ほど答弁したような内容のものを実施計画の中

で決定をさせていただきました。 

  このたび、馬場の整備ということで定住促進に

向けてというようなことで話がございます。その

ブランドイメージを高めていくということで、今

教育部長からお話がありましたが、そういったこ

とで一定の効果があるだろうというような判断か

ら、実施計画の中で馬場整備について計上したと

ころでございます。 

○議長（中村芳隆君） 21番、相馬義一君。 

○２１番（相馬義一君） 定住促進について、馬場

整備をするということについては、先ほど申し上

げたように私は理解を示すところであります。 

  しかしながら、先ほど申し上げたようにこの青

木サッカー場、名称もはっきり青木サッカー場と

なっております。そういう中に、当然、公共施設

の有効利用ということも私は理解はするところで

あります。 

  しかしながら、先ほど申し上げたように、この

サッカー場をつくるに当たってさまざまな市民か

らの意見があった中で、サッカー場をつくったわ

けです。 

  さらには、サッカー場をつくった中で、サッカ

ーを何ていうんですか、やっている方々、サッカ

ー協会を含めて、その方々があの施設については、

例えば別な使い方があるんじゃないかと、そうい

う意見もあったかと思います。そういった意見が

あった中において、今回それでもあの場所を馬場

にするという何と申しますか、執行部の考え方、
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それに対しては本当に私は市民の方々から理解を

得られるのかと。 

  何度も申し上げます。その馬場をつくってイメ

ージアップをするということについては、私は理

解をします。しますが、今26年度において、馬場

をあの場所に整備するということについては、な

かなか理解をするものではありません。 

  その市民に対して、実施計画は市民との私は約

束事だと思っています。あれを実施計画として私

どもにここにお示しをいただいた、そうしますと

市民の方は当然その実施計画を見て、あそこはあ

あいうふうにやるんだ、そういうふうにやるんだ、

あるいはスポーツ計画では例えばくろいそ運動場

については、テニスコートを今回そういった整備

をする、あるいは野球場についてはこうだ、そう

いったこれは市民との約束事だと思います。そう

いった約束事を当然ながらその年、その年の経済

状況や、いろんな国の施策の中で変更することは、

それは仕方ないことだとも理解するところであり

ますが、なぜ今回の馬場についてはねんりんピッ

クの準備にその金額を振りかえたほうがよろしい

んじゃないかと私は再度お伺いするものですが、

その辺についてご答弁あればよろしくお願いしま

す。 

○議長（中村芳隆君） 答弁を求めます。 

  副市長。 

○副市長（渡邉泰之君） この経緯については私も

関与しておりますので、若干先ほどの企画部長か

らの答弁に補足をしたいと思います。 

  まず、なぜ今かという話ですけれども、逆に言

うと、なぜこれまであそこをそのままにしてきた

のだろうかというのがあります。それは議員のほ

うにも以前お話ししたような気もしますが、要す

るに何もない状態の中で、馬場をつくるという話

はさすがに市民の理解は得られないだろうと。 

  ただ一方で、あそこは青木サッカー場という名

前ではありますけれども、あそこにはもう専門家

の言葉を借りれば、あしたからでも馬を持ってく

れば馬場として使えるんだと言われる状態にある

わけです。それを何であえて壊して、フットサル

場にするのかと。逆に、私は市民に対してそれが

説明ができないと。市民に理解を得られないだろ

うというふうに考えた部分もありまして、教育委

員会と話をしたと。このままの振興計画でいきま

すと、当然、一説には４億、あるいは６億といわ

れる馬場が壊されて、フットサル場なりになって

いくと。このままでいくとそうなってしまうとい

うことですから、これはとめるしかないだろうと

いうことを市長以下判断したということでござい

ます。 

  あえてねんりんピックよりも先にという話につ

いては、別にねんりんピックとどちらが先にとい

う話ではないと思います。どちらもきちんとやら

ないといけない話だと思っております。ねんりん

ピックにつきましては、高齢者の方を中心として

非常にこれを期待している方々もいらっしゃいま

すので、それについては粛々と整備をしていくと、

これは当然やっていくべきことですし、まさにお

っしゃられたように市民との約束だと思っていま

すから、それを仮に馬場をつくるというか、単に

維持するだけなわけですけれども、馬場を維持す

るからといって、こっちのテニスのほうをおくら

せようというようなことではないと思っておりま

す。 

  それから、先ほど市長答弁でもありましたけれ

ども、じゃ、我々が他の都市に負けない、まねさ

れないようなものは何なのかと。こういう戦略を

持って十分考えていく必要があるだろうと。サッ

カーも私も個人的にサッカーをやっていましたか

ら非常に親しみを持っているスポーツではありま
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すけれども、サッカーのまち那須塩原といったと

ころで、ほかにもたくさんサッカーで有名が場所

はあるわけです。 

  ソフトテニス、テニスについてもなかなか日本

でテニスといえば那須塩原というふうに持ってい

くのは正直かなり厳しい部分があるだろうと思っ

ております。 

  そういうことを考えますと定住促進、やはりど

の都市に住もうかと思ったときに、一つ特色のあ

るものをつくろうとした場合には、ほかがまねで

きないようなものであり、かつこれまで歴史的に

も放牧であり、乗馬であり、馬に関する各種のい

ろいろな施設であったりとか、経験者がいるとい

うそれを十分に生かして、これは推進していくこ

とは重要なんではないかと。そういったことで教

育委員会のほうとも話をしまして、一定この方向

で行こうということで、市長と合意して今回、ま

だ公式にではありませんが、提示させていただい

ている次第でございます。 

  まだ、若干言葉が足りない分もありますが、余

りしゃべり過ぎるとあれですので、大体以上で私

の答弁とさせていただきます。 

○議長（中村芳隆君） 質問の途中ですが、ここで

10分間休憩いたします。 

 

休憩 午後 ２時０２分 

 

再開 午後 ２時１３分 

 

○議長（中村芳隆君） 休憩前に引き続き会議を開

きます。 

  ここで保健福祉部長より答弁漏れをお願いしま

す。 

  保健福祉部長。 

○保健福祉部長（人見寛敏君） 先ほど相馬議員か

らお尋ねいただきました那須塩原市にある事業所

の障害者雇用率についてですが、こちらについて

は栃木県の数字を厚生労働省栃木労働局が集計は

しておるんですけれども、その際に市町村別の集

計がございませんのでご容赦いただければと思い

ます。 

  以上です。 

○議長（中村芳隆君） 21番、相馬義一君。 

○２１番（相馬義一君） 保健福祉部長、了解でご

ざいます。 

  先ほど、副市長からご答弁をいただきました。 

  私、何度も繰り返すようですが、この事業につ

いて定住促進の中で、この馬場というのは市長が

必要性があるという判断したということについて

は、何の異議を申し上げるところではありません。 

  ただ、何度も繰り返すことになりますが、当時

青木サッカー場を譲渡されたときに、本当に紆余

曲折あった結果、ああいった青木サッカー場がで

き上がった。地域、あるいは市民の方々からはい

ろんな使用の要望等が出た、そういう中で青木サ

ッカー場に絞ってあれをつくったという経緯があ

ります。そういう意味において、私は質問をさせ

ていただきました。決してそれを壊してどうのこ

うのとか、そういった考えはございません。そう

いった市民に対する説明というものを、今後とも

この馬場をもしこのまま進めるとなれば、もしじ

ゃなく、進めるんでしょうけれども、しっかりと

市民に対する説明をしていただきたい。 

  実は全員協議会でこの説明を受けたとき、私と

大野議員が行政視察のために出席していなかった

ということもありまして、ちょっと理解をしてい

ないところがあるかと思います。 

  私は何度も申し上げるようで申しわけございま

せん。あそこにサッカー場があって、馬場があっ

て、何ていうんですか乗馬の愛好者、現時点でど
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のくらいの人がいるのか、あるいはそれを目的に

こちらに来る人がどのくらいいるのか、数字的に

は私にはわかりません。本当にああいったものが

必要かどうかというのも、私は今のところ判断し

かねますが、玉野議員のほうからちょっとこれイ

ンターネットで調べてみろなんていうことで、Ｅ

ＦＰ馬場ということでインターネットで調べさせ

ていただきました。その中では、さまざまな効果

が出ているということが載っておりましたので、

それはそれで有効な一つの手段であるのかとは思

います。 

  しかしながら、先ほどから何度も申し上げます

ように、できればねんりんピックが26年度にあり

ます。そこで一つの例えば20面のテニスコートを

整備をし、一体感を持った大会、先ほども申し上

げたように六百数十名の選手団、さらにはそれに

かかわる応援団等々があります。それだけの人数

が来て、12月の議会で先ほど申し上げたとおりに

福祉部としては課題点が多少あると、そういった

ことも含めまして、これをまずはねんりんピック

のテニスコートを整備し、全国から来る方々をし

っかりと、いわゆる今はやりのおもてなしではご

ざいませんが、そういったことでそれを終わらせ

て、さらにその後、馬場整備ということに持って

いくのも一つの手ではないかと。君島代表のほう

からも、いわゆる那須トレーニングファーム等と、

あるいは騎手養成所も本市にあります。そういっ

たところと連携をするというのも一つの案ではあ

るかと思います。その辺を含めましてしっかりと

提案し、市民に説明をしていただきたい、この点

についてはそのように思いますので、よろしくお

願いいたします。 

  続きまして、３番の既存の産業の活性化、那須

塩原駅周辺と黒磯板室インターについて質問をさ

せていただきます。 

  昨年12月にやはり同じく質問をさせていただき

ました。この質問の中で、執行部から非常にイメ

ージパースを出していただき、私は本当にこの那

須塩原駅前を活性化に向けて取り組んでいると思

いました。 

  しかしながら、先ほどから出ているように那須

塩原駅前に、いわゆるランドマークがない、残念

なことにありません。 

  鈴木議員が質問した庁舎もその一つになるのか

とは私も思いますが、この那須塩原駅前から黒磯

板室インター間がつながった一本の道があります。

その整備については、ぜひとも早急に地権者との

話し合いもあるかと思いますが、そのイメージパ

ースに向けた取り組みをしていただきたいと思い

ます。 

  しかし、ちょっと先ほども申し上げたように昨

年の実施計画の中で、334東那須野東通りが実施

計画に載っておりました。そして26年度からの事

業が載っておりましたが、残念なことに今回の実

施計画にそれが載っておりません。そのことにつ

いてひとつ説明をお願いいたします。 

○議長（中村芳隆君） 答弁を求めます。 

  建設部長。 

○建設部長（若目田好一君） 都市計画道路334号

東那須野東通りの整備事業でございますが、この

事業につきましては、国道４号からＪＲを横断し

まして、区画整理事業地内区域までの延長が約

700ｍでございまして、整備事業費に約40億円が

見込まれる事業でございます。 

  本路線につきましては、平成26年度から27年度

の実施計画において、議員が今おっしゃいました

ように、計画的な市街地の形成のための都市計画

道路の整備予定路線としては掲載されております

が、事業費はゼロということになっております。

路線としては上がっております。 



－74－ 

  その理由としましては、本路線に関連する道路

といたしまして、県道東小屋黒羽線がございます。

この県道につきましては、都市計画道路の位置に

合わせて国道４号までの起点の振りかえを県に要

望しております。 

  このような中で、起点の振りかえと合わせて、

都市計画道路332号黒磯那須北線までの県道の延

伸をしてもらえないかなど、県と調整をする必要

があるという観点から26、27年度につきましては、

ゼロ予算となっております。 

  以上でございます。 

○議長（中村芳隆君） 21番、相馬義一君。 

○２１番（相馬義一君） 昨年の時点で大変詳細設

計等の計画があるということで、実施計画の中で

そういった表明をされていたわけでございます。

大変そのことについては、今回実施計画を見て私

自身がっかりしたと言いますか、そういう状況に

あります。 

  この那須塩原市の一番大きな企業として東那須

下中野にありますブリヂストンの黒磯工場が残念

な方向性に向かうようになりました。もう既に一

部は取り壊しをしている。355名の方が何らかの

形でそこを離れなければならない、当然定住促進

をしている一方、その355名のうちから何名かの

方がここを離れて佐賀県のほうに行くようなこと

もあろうかと思います。 

  あるいは金曜日、３日前でございますが、情報

として関谷にあります大きな工場が120名の従業

員の整理をすると、そういう情報も私にありまし

た。こういった中で、本当にこの那須塩原市、多

分市長、執行部と私たち、あるいは議員の皆さん

の考え方はある意味一致するところがあります。 

  那須塩原市の人口を減らさない。そして、

「人々から選ばれるまち」になってほしい、県北

の一番大きな都市として発展をさせていきたい。

そういう気持ちは市長も私も同じだと思います。

そういった中で、その中心となる那須塩原駅前を

しっかりとした整備をし、そしてできる限りの商

業、あるいは会社の事務所的なものを貼りつけて

いきたい、そのように思うのは同じだと思います。 

  さらに、今回334の事業が事業計画に載ってい

ない。本当にそういう意味では逆戻りをしている

のではないかと私は思うわけでございます。 

  さらに、黒磯板室インター、アウトレットに多

くの人たちが相次いで訪れております。 

  先日、支配人とお話しした中で、11月初めの３

日連休の中で３万人、４万人、３万人と、あの３

日間で10万人の方が訪れ、特に中日には１億

2,000万ほどの売り上げがレジ計算であったと。

非常にうれしくも思うし、それだけの人がここに

来ているんだなと。私もあそこで実はちょうどバ

スの発着するところで献血活動をしていると、ふ

だんはあのアウトレットのバスに人が乗っていな

いような気がしていたんですが、実際にあそこで

活動して、乗り降りする方を見ますと、本当に日

曜日だったですが、多くの方が乗り降りをしてい

る。そういったアウトレットがこの本市にもたら

す影響というのは大きいのだなと。できれば、そ

のアウトレットと並んで、商業施設なんかがあそ

こに誘致できればと思うわけであります。 

  私、数年前に上三川町の元猪瀬町長、市長はよ

く御存じかと思います。猪瀬町長のお話を聞くこ

とがありました。当時、猪瀬町長は上三川はもち

ろん、日産という大きな会社がありますけれども、

あそこの今のインターパーク、あそこを栃木県の

陸の、いわゆる夜中でも電気のつくるような大き

な場所にしたいんだと、大変な希望を持って今の

インターパークを整備したお話を聞きました。 

  できれば、世の中の流れと同時に人が歩きで旅

をしているときは、その宿が発展した。あるいは
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電車・汽車が発達したときには駅前が発展をした。

今は間違いなく車社会であります。那須塩原市は

ありがたいことに、汽車も自動車の高速道路を含

めて非常に交通網のすぐれている都市であります。

そういったものを十分に利用した都市開発という

ものを進めていったらいかがと思いますが、その

点についてご答弁をお願いいたします。 

○議長（中村芳隆君） 答弁を求めます。 

  市長。 

○市長（阿久津憲二君） 初めに、私から答弁をさ

せていただきます。 

  何を話すのにも、那須塩原新幹線駅がどこにで

も登場いたします。 

  ただ考えてみると、じゃ、その駅と市がきちっ

と話し合ったことがあるのかと、意外とないんで

すよ。私、就任以来、駅長を訪ねてどういうこと

で那須塩原と提携できるかということを慎重に詰

めてまいりました。 

  その中の一つが新幹線といえども、なすの号が

満杯ではないと、できるだけなすの号を満杯にし

て、那須塩原市にお客を吐き出したい。そのため

にじゃ、何ができるのというと、たまたま定期の

補助であったり、それをやるとじゃ、那須塩原マ

イナスじゃないのと、経費を使って。そうじゃな

いんですよ、思わぬ広がりがあって、先日も大宮

駅の幹部が市長室に来て、徹底して連携したいと、

ここにお客さんをたくさん乗せおろしをしたいと。

こういうことでたまたま産業観光等についても、

相当の経費を要するはずだった那須塩原の観光宣

伝、これについて東京駅、あるいは大宮駅、ある

いは山手線、こういうものを現段階で無料で那須

塩原の宣伝をしましょうと。これ見積もりにする

と物すごい金額なんですよ。だから一つのことを

提携することによって思わぬ利益も出ていると。 

  また、それだけではなくて、今工場の話ちょっ

と残念な話もございましたが、やっぱり全国の住

みよさランキングの上位にきている市というのは、

入込み客が非常に多い、これは何かというと、入

れ込んだ後、場合によっては定住すると。こうい

うことがあって、那須塩原駅を徹底して市として

も活用したいし、ＪＲもそれを願っていると。こ

ういうような形で入れ込みをできるだけふやすた

めに、その観点からアウトレットなんかも注目さ

れるんですけれども、これらについては水面下の

動きで、努力してもだめになるものもありますし、

そういうこともあるんで、私から特別これがこう

なってというお話はできませんが、非常にそうい

う点では駅との連携も非常に今うまく行きつつあ

って、これが突破口になって本当に夢を描く、い

わゆる乗降客のふえた駅、そういう姿を何とかし

て見たい。ＪＲでもそれに向かって努力をすると

いうことで、本当は先ほど答えておけばよかった

のかもしれませんが、そんなことも根底にはある

ということをご理解いただいて、あと今質問のあ

ったさまざまな内容等につきましては、部長から

も答弁をいただきたいと思います。 

○議長（中村芳隆君） 産業観光部長。 

○産業観光部長（斉藤一太君） ただいま、市長の

ほうからご答弁申し上げました。 

  今、ちょっとＪＲのお話が出ましたので、その

件についてお話をさせていただきたいというふう

に思います。 

  現在、ＪＲと連携いたしましてポスターの掲示、

あるいは中づりの広告の調整を今行っているとこ

ろでございまして、広報宣伝活動を含めまして、

いわゆる効果的な方法、お金をかけずに効果の上

がる方法、いろいろ調査をしながら取り組んでい

るところでございますが、そういったものも含め

まして、メディアミックスの活用による、いわゆ

る広報宣伝活動を通じまして、本市の知名度を上
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げていくということにしっかりと取り組んでいき

たいということで考えております。 

  また、インター周辺のいわゆる取り組みにつき

ましては、冒頭市長からご答弁申し上げましたよ

うに、いわゆる各企業さん、あるいは商業施設等、

そういったものの動きがある場合には、本当にそ

の情報の収集を積極的に行って、あるいはそうい

った企業の情報に基づいて、こちらからアクセス

をしたり、あるいはそういう問い合わせ等があっ

た場合には積極的に対応するなど、いわゆる誘致

に向けた取り組みというものをきちんとしていき

たいというふうに考えてございます。 

○議長（中村芳隆君） 21番、相馬義一君。 

○２１番（相馬義一君） 市長からご答弁をいただ

いた中で、市長が今、企業を非常にこまめに回っ

ているというお話をお聞きもしております。ある

いは先ほどのように那須塩原駅との連携もしてい

るというお話も聞いております。積極的に今後と

もこれについては取り組んでいってほしい、その

ように思いますので、よろしくお願いいたします。 

  それでは、⑷についてはご答弁いただきました

ので結構でございますので、次の放射能対策事業

について質問に入ります。 

  放射能対策において、市民の健康に対する不安

や風評被害払拭のために、本市では除染を初め、

空間放射線測定やマップの作成、食品等の放射性

物質検査・ホールボディカウンターによる放射線

内部被曝量測定の検査費用助成等の事業を実施し

ています。 

  特に、18歳以下の子どもを持つ家庭の一般住宅

除染を市単独事業として実施したことは評価する

ところであります。 

  今後さらに除染計画に基づいて、一般住宅・公

共施設等事業を進めていかれると思いますが、以

下の点についてお伺いします。 

  ⑴平成25年度事業途中でありますが、これまで

の事業の検証及び今後の事業内容についてお伺い

いたします。 

  ⑵事業推進及び検証等において、３名の除染ア

ドバイザーからはこれまでどのような意見があっ

たのか。また、市はそれらをどのように生かして

きたのか。さらに、将来に向けてどのように生か

していかれるのかお伺いいたします。 

  ⑶小中学校の校庭以外の場所（放射線量の高い、

特に芝を張ってある場所等）の除染についてお伺

いいたします。 

  ⑷子どもの甲状腺がん検査について、本市の子

どもは平田村において無料で検査を受けられるに

もかかわらず、検査を受ける子どもが少ない状況

であります。 

  学校等を通じて、周知方法等を検討し、不安を

なくす努力をしてはと思いますが、市の考え方を

お伺いします。 

○議長（中村芳隆君） 21番、相馬義一君の質問に

対し、答弁を求めます。 

  市長。 

○市長（阿久津憲二君） 引き続いてお答えをいた

します。 

  まず、放射能対策です。 

  ⑴番のこれまでの検証、今後の事業内容であり

ますが、現在実施している事業については、評価

手法の検討段階であるなどの理由で、検証が完了

していないものもございます。 

  これまで実施した事業のうち、住宅除染につき

ましては、平成25年８月末現在で平均19％の低減、

表土除去を実施したところでは25％の低減が見ら

れたところでありますが、除染評価については国

からまだ手法の提示がされておりませんので、引

き続きこれらの提示を待って評価をしたいと考え

ております。 
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  食品の放射性物質簡易検査については、昨年度

の検査実績の合計は2,809件で、１日平均11.8件

であり、本年度に入ってからは１日平均8.8件で、

昨年度と比較して約３割程度減少しており、検査

件数が減少していることから、市民の不安解消の

一助となっているものとも考えております。 

  また、学校給食については、毎日児童生徒が食

する給食のメニュー全てを「給食丸ごと検査」に

て放射性物質検査を実施し、安全の確認を行って

おります。 

  次に、空間放射線量の測定については、小中学

校や保育園、公共施設などにおける定期測定や体

育教師等による積算線量計での被曝線量測定を実

施しているほか、市内を１㎞メッシュに切り、

317カ所を毎月測定して「放射線量マップ」を作

成しており、市内の空間放射線量率について現状

をお知らせすることで、市民等の求める情報提供

がある程度はできていると考えております。 

  次に、健康調査事業についてですが、ホールボ

ディカウンターによる内部被曝検査を、昨年10月

から、さらに授乳中の女性を対象として母乳の放

射性物質検査と未就学児及び妊婦を対象とした尿

の放射性物質検査を本年１月から実施しておりま

す。 

  10月31日までにホールボディカウンター検査を

受けた方は1,127人であり、そのうち検査結果の

公表に同意をいただいた928人全ての方がセシウ

ム134及びセシウム137とも検出限界値未満であり

ました。 

  また、９月30日までに母乳の放射性物質検査を

受けた方は13名、尿の放射性物質検査を受けた方

が31名であり、その全ての方がセシウム134、セ

シウム137とも検出限界値未満でありました。 

  検査を受けられる方はもとより、他の市民も広

報やホームページで結果を知ることにより、放射

線内部被曝に対する不安の軽減を図る効果がある

ものと考えております。 

  次に、今後の事業内容についてですが、空間放

射線量率の測定や食品の放射性物質検査等の測定

業務、健康調査事業等については、引き続き実施

していきたいと思います。 

  除染については、平成26年度は住宅除染の残り

５公民館地区を対象に実施するのを初め、学校の

校舎付近等の未実施箇所、運動場や帰属公園等の

公共施設及び自治公民館等の除染もあわせて実施

し、平成27年度には転入や世帯状況の変化等によ

る未実施住宅の除染や民間施設の測定等を実施し

たいと考えております。 

  ⑵の市の放射能対策アドバイザーからの意見に

ついてですが、これまでいただいた意見の主なも

のといたしまして、ガラスバッジによる児童生徒

の外部被曝検査では、現時点における科学的知見

から、今回の結果は健康への影響が懸念される値

ではないとする意見をいただき、市民等へ情報と

して提供することにより、不安の払拭に活用させ

ていただいております。 

  内部被曝調査では、食事全体を一括して分析す

る陰膳方式が望ましいとの意見をいただき、給食

丸ごと放射性物質検査を実施しております。 

  さらには、ホールボディカウンターによる内部

被曝調査については、その必要性について助言を

いただき、検査を実施したところです。 

  このほかにも、市の独自の事業として取り組ん

でいる表土除去の範囲設定やどんど焼の対応など、

多様な分野に渡って意見をいただき、各種対策に

つなげております。 

  今後につきましては、各アドバイザーからの意

見は、除染実施計画や空間放射線量率測定の見直

し等に活用させていただけるものと考えておりま

す。 
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  次に、小中学校の校庭以外の場所の除染につい

てもお答えいたします。 

  学校の中庭や校舎周りの除染作業については、

平成26年度に実施する予定であります。 

  事業実施に当たっては、各学校の行事等に支障

のないよう、打ち合せを行いながら進めていきた

いと思います。 

  なお、今年度は除染作業に向けて現地測量・線

量測定を進めており、この結果を受けて設計を行

い、作業内容を決定することになります。 

  ⑷の子どもの甲状腺がん検査についてもお答え

いたします。 

  本市においては、甲状腺検査につきましては、

福島や福島県外３県での調査結果や有識者の意見

をもとに、現時点では甲状腺検査は実施しないが、

検査を希望する市民に対し、受け入れ可能な検査

機関の情報を提供していくことになります。 

  さらに、今後においては有識者の意見を聴取し

ながら、新たな情報収集と評価による調査研究を

進めることとしております。 

  その際、有識者から「甲状腺検査をした場合、

約半数の受診者に治療の必要のない結節やのう砲

が認められることとなり、放射能の影響との因果

関係が明確でないのにもかかわらず、放射能の影

響ではないかとの不安を助長することにもなり、

甲状腺検査は不安の軽減、解消にはならない」と

の意見がございましたので、特に検査を希望され

る方に対しては、ひらた中央病院を初め、甲状腺

検査を実施している近隣の医療機関の情報を提供

することといたしております。 

  第１回の答弁に控えます。 

○議長（中村芳隆君） 21番、相馬義一君。 

○２１番（相馬義一君） 放射能対策については、

９月議会においても多くの議員からの質問等とダ

ブっておりますので、特に１、２については、さ

らには先日の金曜日、放射能対策会議の中で随分

お示しをいただいておりますので、理解しており

ます。 

  ３についても、小学校を実施するということな

ので、ぜひともしっかりとやっていただきたい。 

  ⑷については、さまざまな有識者の意見がもち

ろんあるかと思います。しかしながら、市民の中

にはやはりそれでも不安であるという方がおられ

るかと思いますので、そのいわゆる相談に来られ

た方、相談を受けた方に対しては本当に丁寧な対

応をしていただきたい、そのように要望をいたし

ます。 

  また、本市はある意味、２年と半年ぐらい過ぎ

たわけでございますが、除染、あるいは放射能対

策については、ほかの市から逆にいうと、何てい

うんですか、先進的な事例を逆につくったと思っ

ております。 

  そういう意味においても、今までできなかった

ことがいろいろあったことだと思いますが、今だ

からできるようなこともあるかと思います。そう

いったことも含めまして、しっかりと対応してい

ただきたい。 

  一点だけちょっとお聞きしたいのがあります。 

  先日、東電の職員の方とお話をした中で、東電

の職員ここに眞壁議員がいますが、眞壁議員では

ございません。そうしますと、東電の職員の方の

認識というんですか、非常に我々の思っている認

識とちょっと離れているところがあります。 

  本市の職員においては、そういった認識、この

放射能に対する認識というものは当然ながら統一

できていると思いますが、その点についてだけお

伺いいたします。 

○議長（中村芳隆君） 答弁を求めます。 

  総務部長。 

○総務部長（成瀬 充君） 放射能対策につきまし
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ては、那須塩原市の喫緊のまず最重要課題という

ことで、各種の事業にも取り組んでおります。 

  そういった中で、庁内におきましても放射能対

策本部の幹事会、対策本部、これらを通じて意識

は統一されているというふうに理解をしておりま

す。 

○議長（中村芳隆君） 21番、相馬義一君。 

○２１番（相馬義一君） そういうことであれば、

今後とも放射能対策事業が多くあるわけでござい

ますが、しっかりと事業を進めていってほしいと

いうことで、この放射能対策については、以上で

終了させていただきます。 

  ３番目の農業行政について質問いたします。 

  本市の基幹産業であります農業が重大局面を迎

えようとしています。 

  平成26年度に向けた国の農業施策が先行き不透

明であり、減反を含めた制度改正が進められてい

るためです。 

  さらに、ＴＰＰ問題等、農業を取り巻く環境が

厳しく、農業を守る施策が必要かと思われます。

以下の点についてお伺いいたします。 

  ⑴変化する国の農政に対する本市の対応につい

て伺います。 

  ⑵平成26年度の米作について、どのように捉え

ているのかお伺いします。また、ＴＰＰ問題にお

いて、聖域を守り抜くという強い姿勢を求められ

ていますが、市の対応を伺います。 

  ⑶国は農地の集積を進めていますが、有効利用

対策についてお伺いいたします。 

○議長（中村芳隆君） 21番、相馬義一君の質問に

対し、答弁を求めます。 

  市長。 

○市長（阿久津憲二君） 続いて答弁をいたします。 

  まず、農業行政についてですが、変化する国の

農政に対する本市の対応について。 

  国は、農業者の経営安定と生産力の確保のため、

平成23年度に「農業者戸別所得補償制度」を創設

いたしました。 

  また、優良農地の確保と有効利用を促進するた

め、平成24年度から市町村に「人・農地プラン」

の策定を促し、推進してまいりましたが、本市に

おきましても、これら国の方針と施策に基づき取

り組んでまいりました。 

  現在、国において農政の根幹である水田農業政

策について、米の生産調整の廃止など農政の一大

転換に向けた検討が進められております。 

  本市といたしましても、今後、最新の農政情報

の的確な把握に努めるとともに、関係機関・団体

と連携を図りながら迅速に対応してまいります。 

  ⑵番の平成26年度産の米の捉え方、さらにはＴ

ＰＰに対する聖域を守る姿勢についてもお答えを

いたします。 

  米の需要減少と平成25年産米の作況指数が102

と「やや良」であったことから、農林水産省は11

月29日に、つい先日、平成26年産米の生産数量目

標を全国で前年比26万ｔ減の765万ｔに引き下げ

たことを発表し、本県の配分も前年比3.8％減の

30万9,000ｔとなったところであります。 

  これに伴い、市町への配分は今後県から示され

ることになりますが、本市におきましても水稲の

作付面積は減少することが予想されます。 

  一方、ＴＰＰに関しては基本的には国政の問題

でありますが、対策なしに関税が撤廃された場合

の農畜産物に及ぼす影響について、昨年度、国・

県から試算値が示されましたが、特に米、酪農は

本市の基幹産業であり、大きな影響が懸念されま

すので、引き続きＴＰＰ交渉の動向と推移を注視

してまいります。 

  次に、農地の有効利用についてお答えいたしま

す。 
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  耕作放棄地の発生を抑えるため、「人・農地プ

ラン」の活用を図り、農地集積を希望する農家へ

農地が円滑に集積されるよう関係機関・団体と連

携をとりながら積極的に推進してまいります。 

  また、平成26年度から国では農地中間管理機構

制度を創設し、農業法人等への農地集積を加速さ

せる方針としておりますので、今後の進展をあわ

せて注視をしてまいります。 

  耕作放棄地については、本市におきましても、

その有効活用が図れるよう必要に応じて、国の耕

作放棄地解消事業を導入しながら対策を進めてま

いります。 

  第１回の答弁にします。 

○議長（中村芳隆君） 21番、相馬義一君。 

○２１番（相馬義一君） 答弁をいただきまして、

ありがとうございます。 

  農業行政、特に本市におきましては酪農業を含

め、米農家というのが主な農業収入だと思います。 

  結果から申し上げますと、農業を営む方々の収

入が減らないように求めるのが結果だと私は思っ

ております。 

  しかしながら、国においていわゆる農業という

ものが一大転機をするときだという言い方をして

おります。減反も含めて本当に厳しい26年度にな

るのかと思いますけれども、実は、24年産米から

米が余っている状況は、これは否めない状況であ

ります。当然ながら25年産米も余るのではないか

と、そういう状況の中で農業行政が変わろうとし

ているわけでございますが、本市の農業を営む人

たちの生産、いわゆる収入を減らさない施策とい

うものを市としてもいろいろ検討しなければ、も

ちろん国・県の考え方もあるかと思いますが、そ

れに合わせるだけでなく、何らかの検討をしてい

かなければならないのかと思っております。 

  まず一つお聞きしたいのは、今回の農業行政に

ついて、いわゆる（３）のほうになりますが、国

の農地の集積があります。こういった動きの中で、

いわゆる農業委員会の役割というのは、どういう

役割を発するのか、お聞きしますとともに、遊休

農地の現状や状況についてお伺いをいたします。 

○議長（中村芳隆君） 答弁を求めます。 

  農業委員会事務局長。 

○農業委員会事務局長（平井英樹君） お答えいた

します。 

  まず、今の農政、国会の中でいろいろ議論され

ている中間管理機構関連の話に関したものかと思

われます。 

  その中で、もし中間管理機構が法制化されまし

て、制度化された場合には、農業委員会にかかわ

る部分としては、農地法の一部改正が中で議論さ

れております。 

  その内容といたしましては、遊休農地対策の強

化ということで、農業委員会がその遊休農地であ

るとか、あるいは耕作のできなくなった状態にあ

る農地の所有者に対して、意向調査を行い、さら

にはその機構が設立された場合には、そこへの貸

し付けを促すような仕組みをつくるというような

形で検討されております。 

  また、農地台帳の法制化ということで、農地基

本台帳をデータ化いたしまして、それをインター

ネット上で公表するとか、あるいは貸し借りの内

容とかが地図上で網羅された農地に関する地図を

作成するとか、そういう形のものが現在検討され

ております。 

  これが国会のほうで決まった段階では、26年度

から具体的な作業に入るものと思われます。 

  また、耕作放棄地、農地法の中では、遊休農地

という表現をしております。これは平成21年の農

地法改正によりまして、毎年１回、農地の利用状

況調査をしなければならないということで、義務
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化されました。 

  本市におきましても、農業委員38名おりますが、

毎年３カ月間ほどの期間をかけまして、農地の状

況を調査しております。その中で遊休農地という

のが見つかった場合、それに対するいわゆる有効

利用について指導する形で行っております。 

  現在、把握しております遊休農地といたしまし

ては、平成24年度末におきまして30.3haが確認さ

れております。 

  以上でございます。 

○議長（中村芳隆君） 21番、相馬義一君。 

○２１番（相馬義一君） そうしますと30.3haのそ

ういった土地が今あると、了解いたしました。 

  昨年米の放射能のことにちょっとなっちゃうん

ですが、いわゆるセシウム対策で、塩化カリの摂

取をやったかと思います。それについて、その効

果等々についての調査等はやられたか。もし出た

らお願いいたします。 

○議長（中村芳隆君） 答弁を求めます。 

  産業観光部長。 

○産業観光部長（斉藤一太君） ただいまセシウム

の関係についてのお尋ねがございました。検証は

やったのかということでございます。 

  カリ肥料につきましては、放射性物質吸収抑制

対策ということで、国庫補助事業を導入して平成

24年度と25年度実施してまいりました。 

  そのカリの効果ということでございますけれど

も、これ平成24年２月に独立行政法人中央農業総

合研究センターの研究結果から、いわゆる明らか

に塩化カリがどのように影響しているのか、移行

しているのかという、そういったいわゆる状況が

明らかになったことによりまして、特に塩化カリ

の作用による水稲玄米における吸収抑制に非常に

効果があるということが判明したわけでございま

す。これを受けまして、本市では２カ年にわたり

事業を実施させていただきました。 

  結果的に、土壌分析等詳細な調査というものは、

なかなか市で行うというのは非常に難しいという

ことでございますけれども、県の25年産米のモニ

タリング調査の結果から、市内の米は全てセシウ

ムが不検出ということになってございますので、

そういう点から見ると効果はあったものというこ

とで考えております。 

  以上です。 

○議長（中村芳隆君） 21番、相馬義一君。 

○２１番（相馬義一君） 了解いたします。 

  これから、先ほどもお聞きしましたが、農地の

集積ということでありますが、残念なことに本市

におきましては、何ていいますか、田んぼが基盤

整備のされていない地域が数多くあります。そう

いった基盤整備のされているところは借り手も多

分多くあるかと思います。 

  しかしながら、基盤整備されていない特に山沿

いのほうの田んぼについては、貸したいけれども、

借りる方がいないということも多々出てくる状況

にあるかと思います。 

  そういったことに対して、いわゆる農業委員会

あるいはこの産業観光部でもそういった人たちに

対する指導、あるいはどのような方が借りる方に

対して、なるべく借りていただけるような対策を

とっていただきたい、そのように思うわけでござ

います。 

  先日、県の福田知事が農業対策検討会議を設置

するということが新聞に載っておりました。そこ

にはやはり、放棄地の有効利用と農業の競争力の

強化ということで、６次産業の進め方等々につい

て介入をするんだという記事がありました。 

  29日の議会の初日に市長のほうから本市にとっ

てうれしいお話しがあったということで、その中

の一つに毎日新聞の毎日農業記録賞というのを那
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須塩原市の月井さんという方が受賞いたしました。

こういった中で、このように一生懸命農業に取り

組んでいる方々もいる。当然、農業をやっている

方は全員が一生懸命やっているんでしょうけれど

も、しかしながら、生産性あるいは収入の面で農

業を離れなければならない方が出てきてしまう。

そういった意味において、大変残念な状況が26年

度以降出るのではないかと私は懸念しております。 

  その件について本市としてどのように捉えてい

るのか、それだけお伺いします。 

○議長（中村芳隆君） 答弁を求めます。 

  産業観光部長。 

○産業観光部長（斉藤一太君） ただいま、これか

らの農家の減少をできるだけ減らさない対策とし

て、市はどのように考えているのかというお尋ね

でございます。 

  そのほか、毎日記録賞を受賞された月井さんの

お話もございましたけれども、市といたしまして

は、いわゆる６次産業化などにも取り組んでおら

れる方でございます。そういった方が那須塩原市

内にも何人かおられますので、そういった方々の

お知恵と技術、あるいは指導を得ながら、６次産

業化に向けた取り組みを一方でやっていかなけれ

ばいけないというふうに思っております。 

  また、農家全般に対する対策ということになり

ますと、現在市が進めておりますのは、いわゆる

国が推進しております人・農地プランに基づいて、

現在市のほうとしても進めているということにな

ってございます。できるだけ農地を集積して、集

約型にした中で、経営を安定させていくという考

え方がございます。 

  あるいは一方、中山間地でいわゆる耕作ができ

ない、あるいは放棄をせざるを得ないという状況

も散見されるわけでございますけれども、そうい

ったものにつきましては、国のほうの耕作放棄地

の解消事業というのがございます。それも平成23

年度に１件、25年度にも１件、その事業を導入し

まして、いわゆる耕作放棄地の解消などにも取り

組んでおります。 

  今後とも、農業者の所得を下げないという、今

ご質問でもございましたように、そういったこと

も踏まえながらできるだけ農家の方々に対して、

いろいろな面で対策が講じていければよろしいか

なというふうに思いますけれども、これ市単独で

なかなか取り組むというのは非常に難しいもので

すから、県と連携をさせていただきながらしっか

りと取り組んでいきたいというふうに考えており

ます。 

  以上です。 

○議長（中村芳隆君） 市長。 

○市長（阿久津憲二君） 今のと直接関係があるか

どうかわかりませんが、実は過日、関東農政局長

が私のところにお見えになりました。何で来たん

ですかって聞いたら、ＪＡなすの、これ県内でも

最も農業の盛んな農協と、その中でも個人のいわ

ゆる平均の面積が3.2㏊と非常に県内では随一と

いうことで、本当の農業地帯の首長としてＴＰＰ

の参加を受けて、どんなことを考えていますかと

いう懇談的な話に突然お見えになりました。 

  その席で、私からは10年後農業の所得を、ＴＰ

Ｐ参加の後で２倍にすると言ったんですよね、政

府は今でも言っています。これどういうことで２

倍になるんですかとお聞きをしたら、経営規模面

積を倍にすれば倍になるはずだと。これ甘いと私

は思ったけれども、そうは言えない、ああそうで

すかということでお返事をさせていただきました。 

  ただ、私からは強く３町歩で全ての生活が成り

立つ農業をやらせろとは言わないが、那須塩原市

の農家は三千数百ございます。ほとんどは３町歩

前後の農家なんで、こういう人に光が当たらない
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と、いわゆる農業は残っていくけれども、農家は

なくなっちゃうよと、こういうことを強く申し上

げて、できれば３町歩で御飯の食べられる農家、

子どもを育てて、お年寄りを見られる農家とは言

わないが、６町歩あればちゃんと生活のできる、

そういう農家に対して、きちっとした制度をつく

ってくれないと、これ全国で農家激減しますよと、

脅しではありません。多分そうなると思いますの

で、私としては強くそのことを申し上げておきま

したが、いわゆる局長からすると、いや付加価値

をつけていく。付加価値と言ったって機械で何か

つくらないと、そういうのができる人は一部なん

ですよ。１％いるか、いないか。農家はそういう

ことなんで、全体の農村、農家をきちっと守らな

きゃ、関東農政局長いらなくなっちゃうよと、そ

ういう意味で強く関東農政局長に要望だけはさせ

ていただきました。 

  私の言った言葉は五、六町歩で子どもを育てて、

お年寄りの面倒の見られる、そういう農家に全力

で国は当たってくれと。その理屈の説明はいいと、

こういうことでお帰りをいただきました、参考ま

でに。 

○議長（中村芳隆君） 21番、相馬義一君。 

○２１番（相馬義一君） 大変ありがとうございま

した。 

  ある調査の中で、例えば１ha未満では年収が

130万くらいの稼ぎにしかならない。米農家は

30haで純利益が1,300万ぐらいというデータもあ

るそうでございます。私もＪＡなすのの幹事をや

っていますから、ある程度資料的なことはわかり

ます。 

  本年度、25年産米がなすの農協で71万俵からの

米を集めております。そういった本当に那須塩原

市は米、もちろん大田原市、那須町が入っての話

ですけれども、米の大切な産地でありますので、

それと同時に、日本の田園風景が残るような政策

に対して市の皆さん方も努力をしていただきたい、

そのように思います。 

  平成26年度に向けて、執行部がますます那須塩

原発展のために努力されますことをご期待申し上

げ、私の質問を終わりにいたします。 

  ありがとうございました。 

○議長（中村芳隆君） 以上で、敬清会の会派代表

質問は終了いたしました。 

  以上で、会派代表質問通告者の質問は全て終了

いたしました。 

  会派代表質問を終わりたいと思いますが、異議

ございませんか。 

〔「異議なし」と言う人あり〕 

○議長（中村芳隆君） 異議なしと認めます。 

  会派代表質問を終わります。 

 

─────────────  ◇  ───────────── 

 

◎散会の宣告 

○議長（中村芳隆君） 以上で、本日の議事日程は

全て終了いたしました。 

  本日はこれをもって散会いたします。 

  ご苦労さまでした。 

 

散会 午後 ３時１１分 

 




